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平成２２年第１回奥多摩町議会定例会会議録

（予算特別委員会）

平成２２年３月１６日　開会

平成２２年３月１８日　閉会

西多摩郡奥多摩町議会事務局

平成２２年第１回奥多摩町議会定例会予算特別委員会会議録

１．平成22年３月17日午前10時00分、第１回奥多摩町議会定例会予算特別委員会が奥多摩町議会議場に招集された。

２．出席委員は、次のとおりである。

　　第１番　師岡　伸公君　　第2番　酒井　正利君　　第３番　原島　伸行君
第４番　須崎　　眞君　　第５番　増田ひさ子君　　第６番　竹内　和男君
第７番　小澤　春義君　　第８番　鈴木　賢一君　　第９番　清水　典子君
第10番　澤本　　章君　　第11番　師岡　　智君　　第12番　前田　悦男君

第13番　小林　　勤君　　第14番　島崎　利雄君
３．欠席議員は、次のとおりである。

なし

４．会議事件は、次のとおりである。

　　別紙本日の「議事日程表」のとおり

５．職務のため出席したものは、次のとおりである。

　　議会事務局長　田中　國雄君　　　　議会係長　浅見　隆久君

６．地方自治法第１２１条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　町　　　　長　　河村　文夫君　　　副   町   長　　村木　義雄君
　　教 　育 　長　　栃元　　誠君　　　企画財政課長　　加藤　一美君

企画財政課主幹　　若菜　伸一君　　　総務課長　　武内　新三君
住民課長　　浜野　武雄君　　　福祉保健課長　　大野　　尚君

　観光産業課長　　加藤　博士君　　　地域整備課長　　宮田　昭治君

水道課長　　加藤　桂三君　　　教育課長　　井上　永一君　

病院事務長　　原島　　肇君
　　　　　　　

平成２２年第１回奥多摩町議会定例会
予算特別委員会議事日程［第２日］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２２年　３月１７日
午前１０時００分　開議
	日程
	議案　番号
	事　　　　件　　　　名
	結　果

	１
	―――
	委員長開議宣告
	―――

	２
	議案第23号
	平成22年度奥多摩町一般会計予算
	―――

	３
	議案第24号
	平成22年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算
	―――

	４
	議案第25号
	平成22年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算
	―――

	５
	議案第26号
	平成22年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算
	―――

	６
	議案第27号
	平成22年度奥多摩町老人保健特別会計予算
	―――

	７
	議案第28号
	平成22年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算
	―――

	８
	議案第29号
	平成22年度奥多摩町介護保険特別会計予算
	―――

	９
	議案第30号
	平成22年度奥多摩町下水道事業特別会計予算
	―――

	10
	議案第31号
	平成22年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算
	―――


（午後３時32分散会）
午前10時00分　開議

○委員長（小林　　勤君）　皆さん、おはようございます。
　これより予算特別委員会を再開をいたします。
　直ちに本日の会議を開きます。
　本日の出席委員は13名です。

　本日の日程はお手元に配布のとおりであります。
　本日はまず、日程第３　議案第24号　平成22年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算以降の議案について、所管課長から説明を求めます。

　初めに、議案第24号及び議案第25号については所管課が同一ですので一括して説明を求めます。観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、議案第24号　平成22年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算につきましてご説明いたします。

　６ページをお開きください。
　歳入でございます。
　森の家使用料としまして494万円を計上するもので、前年度と同額の計上でございます。

　次に、一般会計からの繰入金でございますが、前年度比９万3,000円を減額し6,396万2,000円を計上しております。

　次に、諸収入の預金利子でございますが、3,000円を増額し7,000円を計上しております。

　次の雑入につきましては、前年度と同額計上でございます。
　次のみどり体験交流事業受託収入でございますが、昨年６月議会の補正予算に計上し、ご承認いただきました事業を、22年度は当初予算に308万9,000円を計上したものでございます。この事業は東京市町村自治調査会の事業で、都内在住の児童を対象に環境保護や体験型環境教育事業を行う場合に助成されるもので。10分の10の助成となります。

　次の繰越金でございますが、新たに設けるものでございます。指定管理施設である都民の森は都の委託金で運営していますが、自己努力により黒字となった部分につきましては町の収益としてよい、とのことから、20年度までは一般会計に戻し入れを行い、単年度収支を０にしてまいりました。これを改めまして翌年度に繰越を行い、運営の安定を図っていこうとするもので、21年度決算分を繰入するための科目措置でございます。

　７ページをお願いします。
　歳出でございます。
　一般管理費でございますが、職員３名分の人件費が主なもので、賃金につきましては体験の森内の補修を増額し、前年度比26万5,000円としました。

　管理費全体では22万3,000円の減額になっていますが、人件費によるものでございます。

　８ページをお願いします。
　事業費でございますが、対前年度比13万1,000円の増額となっております。講師への謝礼を計上するため新たに報償費を計上するほか、委託料で警備員業務とボイラー点検業務が増額に、使用料及び賃借料で自動車の再リースにより減額などにより、相殺として増額となりました。

　10ページをお願いします。

　みどり体験交流事業でございますが、歳入でもご説明しましたように、昨年６月議会に補正予算計上しました事業を、22年度は当初予算に新たに事業を設けて308万9,000円を計上したもので、都内在住の児童を対象に山里体験や林業体験を行なうための必要経費を設けたものでございます。

　次の予備費でございますが、予算調整を行い計上したものでございます。
　次のページをお願いします。
　給与費明細書でございますが、職員数は３名で変わりません。３行目の比較をご覧ください。給料で15万8,000円の減額、職員手当で288万2,000円の増額、共済費で321万2,000円の減額となり。合計では48万8,000円の減額となります。

　なお、職員手当の内訳につきましては、下段に記載のとおりでございます。
　12ページから17ページに給料及び職員手当の詳細が添付してありますので、参考にご覧ください。

　以上で議案第24号の説明を終わらせていただきます。

　続きまして、議案第25号　平成22年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算につきましてご説明いたします。

　６ページをお開きください。
　歳入でございます。
　野営場使用料としまして1,920万円を計上するものでございます。ケビンの４人用が12部屋、８人用が４棟及びテントタイプの使用料で実績により勘案しております。

　次の一般会計繰入金でございますが、前年度比149万9,000円を増額し１億3,726万5,000円を計上しております。

　次の諸収入でございますが、預金利子は前年度と同額を、雑入は60万円を増額しておりますが、キャンプ場売店を町直営で行なうことになったための売上げ見込みとして、実費徴収金は実績により30万円増額して計上しております。

　次の繰越金につきましては新たに設けるもので、都民の森特別会計予算でもご説明しましたように、前年度の繰越金を一般会計に入れず翌年度に繰り越すための科目措置でございます。
　次のページをお願いします。
　歳出でございます。
　一般管理費でございますが、職員４名分の人件費で、前年度比28万4,000円の減額につきましては給与改定等によるものでございます。

　８ページをお願いします。
　利用管理費でございますが、前年度比326万4,000円の増額でございます。委託料のマイクロバス運転業務と、昇降機保守点検から下の４業務の計５業務が増えたことによるものが主な要因でございます。昇降機保守点検から下の４事業につきましては、東京都が施設整備を行い、新たに21年度に設けた施設を委託点検するものでございます。

　10ページをお願いいたします。

　予備費でございますが、予算状況を踏まえて計上してございます。
　次のページの給与費明細書でございますが、職員数は４名で変わりません。３行目の比較をご覧ください。給料で５万9,000円、職員手当で348万5,000円をそれぞれ増額し、共済費は982万8,000円を減額し、合計で628万4,000円の減額となります。

　なお、職員手当の内訳につきましては下段に記載のとおりでございます。
　12ページから17ページに、給料及び職員手当の明細が添付してありますのでご覧ください。

　以上で議案第25号の説明を終わります。

○委員長（小林　　勤君）　以上で議案第24号及び議案第25号の説明は終わりました。

　次に、議案第26号、議案第27号、議案第28号及び議案第29号、以上の４件につきましては関連がありますので一括して説明を求めます。福祉保健課長。

○福祉保健課長（大野　　尚君）　議案第26号　平成22年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算につきましてご説明いたします。

　７ページをお願いします。
　歳入でございます。
　平成22年度の国民健康保険税は、平成20年度から開始された後期高齢者支援金等賦課額と従前からの医療給付費基礎賦課額、介護納付金賦課額につきまして見込んだものでございます。

　国民健康保険税、前年度比45万3,000円減の１億968万8,000円と調定見込みしたものでございます。一般被保険者の医療給付費といたしまして現年課税分6,617万8,000円、後期高齢者支援金分として現年課税分2,119万3,000円、介護納付金分として現年課税分912万1,000円、退職被保険者等国民健康保険税につきましては、医療給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分と合わせ、前年度比383万9,000円増の1,058万4,000円と見込んでございます。

　次の国庫支出金の療養給付費等負担金は、それぞれの給付費の34％を見込んでおります。前年度比5,874万4,000円の増は、前期高齢者交付金の見込み減に伴う一般被保険者療養給付費の増が主なものでございます。

　次の高額医療共同事業負担金につきましては、国の負担分４分の１を見込んだものでございます。前年度比461万7,000円の減は、対象となる高額医療共同事業への拠出金の見込み減によるものでございます。

　次の特定健康診査等負担金、前年度比の224万1,000円の増は、平成20年度から開始されました特定健診並びに特定保健指導の対象者の増を見込み、国負担分133万8,000円を見込んだものでございます。

　８ページをお願いいたします。
　調整交付金、前年度比773万1,000円の増は療養給付費等の実績から見込み、増額見込みしたものでございます。

　次の介護従事者処遇改善臨時特例交付金54万3,000円の追加は、平成21年４月に介護報酬が改定され、改定に伴う介護保険料の上昇を抑制するため、保険者が負担する介護給付費地域支援事業支援納付金の一部を国が負担するための財政措置がとられ、これにより国保連合会が国保介護従事者処遇改善基金を設置・管理し、国保保険者からの申請により交付することとなったことによるものでございます。

　次の出産育児一時金12万円の追加は、出産育児一時金の見直しに伴う増額分４万円の６名分で、国庫補助２分の１を見込んだものでございます。

　次の療養給付費交付金、前年度比1,000万円の減額は、退職者医療制度の対象者の見込み減によるものでございます。

　次の前期高齢者交付金、前年度比１億987万6,000円減の１億1,596万4,000円を見込んだものでございます。この前期高齢者交付金の額につきましては、平成22年度の前期高齢者交付金の見込額が社会保険診療報酬支払基金からの通知では１億8,995万2,000円となっておりますが、平成20年度の交付金額の確定による返還分が平成22年度の交付金から差引かれ、１億1,596万4,000円となります。

　次の都補助金は平成21年度の通知から推計し見込んでおります。

　次の財政調整交付金は、前年度比205万2,000円増の2,894万9,000円を見込んでおります。

　次の高額医療共同事業負担金は、国の負担と同じ規定の４分の１を計上しました。前年度比461万7,000円の減は、国と同様、対象となる高額医療共同事業への拠出金の見込減によるものでございます。

　次の特定健康診査等負担金は、特定健診等の東京都負担分として133万8,000円を見込みました。

　次の共同事業交付金の高額医療共同事業交付金は、国保連合会の通知により前年度比1,023万4,000円増の3,919万4,000円を見込んでございます。

　次の保険財政共同安定化事業交付金は、国保連合会の通知により前年度比4,821万9,000円減の6,494万3,000円と見込みました。

　次の利子及び配当金は、基金積立金利子5,000円を見込んでおります。

　次の一般会計繰入金は6,589万8,000円を見込みましたが、前年度比3,141万円の増額は、保険基盤安定繰入金の保険税軽減分と保険者支援分で、前年度比847万１,000円減の1,037万1,000円と見込み、10ページのその他一般会計繰入金で前年度比4,000万円増の5,000万円と見込みましたが、これは平成22年度前期高齢者交付金が平成20年度の当該交付金額の確定により、概算交付額と確定交付額の差額を平成22年度の概算交付額から差引かれ約7,000万円の減額となるため、それを補填するため増額したものでございます。保険基盤安定繰入金は、国保税の軽減を保険基盤安定制度の規定に基づき算出する国・都・町の共同負担分の合計額を見込んだものでございます。
　出産育児一時金繰入金160万円は、一般会計からの繰入額として見込んでございます。

　10ページ、その他繰越金、前年度と同額の1,000万円で見込んでございます。

　10ページ中ほどから11ページにかけての諸収入は、延滞金、預金利子、雑収入等の科目措置したものでございます。

　12ページをお願いいたします。

　歳出になります。
　一般管理費の前年度比151万2,000円の増は、医療制度改正対応のためのシステム改修委託料を見込んでございます。

　次の運営協議会費は前年度と同様の内容でございます。
　次の連合会負担金は前年度と同様の内容でございます。
　13ページをお願いします。

　徴税総務費の前年度比5,000円の減は、印刷製本費の減によるものでございます。

　次の保険給付費の一般被保険者療養給付費は、平成21年度の実績から前年度比500万円増額と見込み４億1,000万円としたものでございます。

　次の退職被保険者等療養給付費は、平成21年度の実績等に基づき前年度比500万円減額し2,000万円としたものでございます。

　14ページをお願いします。

　一般被保険者と退職被保険者等療養費につきましても、平成21年度の実績等に基づきまして見込んでございます。

　次の審査支払手数料は説明欄の各手数料を前年度同様に見込んでおりますが、説明欄の高額医療・高額介護合算処理手数料を新たに見込んでございます。
　15ページをお願いします。

　高額療養費の一般被保険者高額介護合算療養費と退職被保険者高額介護合算療養費は、医療費が高額になった世帯に介護保険の受給者がいる場合、医療保険と介護保険の両方の年額の自己負担額を合算して一定の限度額を超えたときは、その超えた分が支給されるという、平成20年度から施行された制度でございます。

　次の移送費につきましては、16ページにかけて前年度と同額を見込んでございます。

　16ページをお願いします。

　16ページ中ほどの出産育児一時金252万2,000円は、平成21年10月から38万円から42万円に引き上げられており、その６人分と出産育児一時金等直接支払手数料の2,000円を見込んだものでございます。

　次の葬祭費につきましては、前年度と同額の５万円の20件分、100万円と見込んでございます。

　17ページをお願いします。

　結核・精神医療給付費は、平成21年度の実績等に基づきまして見込んでございます。

　次の後期高齢者支援金は、国保連合会の通知により前年度比778万5,000円減額し7,615万9,000円と見込みましたが、これは後期高齢者の医療給付費を各医療保険者が負担する４割のうち、町国保分を国から示された加入者１人あたり単価に見込み数を掛けあわせて見込んだものでございます。事務費拠出金１万円は、平均単価と加入者数により見込んでございます。

　18ページをお願いします。

　前期高齢者納付金は65歳以上74歳未満の前期高齢者の加入率が、国で定める加入を下回り負担が著しく多くなる保険者に対し、保険者全体で負担するというもので、国から示された単価と加入者数により見込んでございます。

　事務費拠出金１万円は平均単価と加入者数により見込んでございます。
　次の老人保健拠出金は、国保連合会の通知により前年度比198万1,000円を減額し57万7,000円と見込みましたが、制度廃止による経過措置対応に伴う支払基金が算定した額で見込んだものでございます。

　19ページ、介護納付金は介護保険第２被保険者保険料額の国保の保険者負担分で、国保連合会通知により前年度比121万7,000円減の3,464万4,000円と見込みました。

　次の共同事業拠出金は国保連合会に支払う概算の拠出金でございますが、高額医療拠出金が国保連合会の算定した試算表により1,846万8,000円減の971万9,000円、20ページの保険財政共同安定化事業拠出金が、試算表により3,621万4,000円減の5,772万1,000円と見込んだものでございます。

　次の保健事業費の特定健康診査等事業費は、平成20年度から医療保険者に実施が義務づけられた特定健診と特定保健指導の事業でございます。

　21ページの委託料は特定健康診査等の委託料として説明欄の598万4,000円を見込んだもので、国保に加入している40歳から75歳の方、1,543人を対象に健診実施見込者数を５割にあたる771人と見込んでいます。以下、特定健診、特定保健指導にかかる委託料を見込んだものでございます。

　21ページ中ほどの保健衛生普及費は、それぞれ前年度と同額を見込んでございます。

　次の基金積立金は利子分を予定しております。
　22ページをお願いします。

　公債費ですが、一時借入金利子分として見込んでございます。
　次の諸支出金は償還金及び還付金を、23ページの延滞金を、前年度と同額に見込みました。

　23ページ中ほどの病院事業会計繰出金206万5,000円は、歳入の８ページの特別調整交付金を病院事業会計に繰り出すものでございます。

　次の予備費は財源調整としたものでございます。
　以上でございます。
　次に、議案第27号　平成22年度奥多摩町老人保健特別会計予算についてご説明いたします。

　老人に対する医療を安定的に行なうことを目的に、昭和58年から実施されてきました老人保健制度は平成20年３月をもって廃止となり、同年４月以降は75歳以上を対象とした後期高齢者医療制度が創設されたことから、平成22年度の老人保健特別会計は遅れている請求分に対する利用諸費の支出対応及び過年度の国庫負担金等の歳入の予算計上となります。

　６ページをお願いします。
　歳入でございます。
　支払基金交付金の医療費交付金のうち現年度分医療給付金は、歳出８ページの医療給付費30万円のうち規定の12分の６の交付金を見込んだものでございます。

　医療費支給費につきましても同様でございます。
　審査支払交付金は21年度実績により見込んでございます。

　次の国庫支出金の医療費負担金は、20年度をもって制度が廃止としたため医療給付金の過年度分を見込んだものでございます。

　次の都支出金の民生費負担金は20年度をもって制度が廃止され、医療給付金の過年度分を見込んだものでございます。

　次の繰入金、一般会計繰入金は、町一般会計からの繰出しによるものでございますが、国と都の負担分が今後の精算となりますので、給付費の見込額の残額を一時的な財源確保として見込んでいるものでございます。
　次の繰越金は21年度からの繰越金の科目措置でございます。

　７ページをお願いします。
　諸収入は前年度と同様に見込んでございます。
　８ページは歳出になります。
　医療諸費の33万5,000円は、21年度実績により月遅れ請求分だけを見込んだものでございます。

　８ページから９ページは都支出金でございますが、前年度と同様の内容でございます。
　以上でございます。
　次に、議案第28号　平成22年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算についてご説明いたします。

　広域連合では保険料率算定基礎数値等につきましては、平成20年度実績及び21年度実績から22・23年度の１人あたり給付費の増加を3.1％と見込んでおります。22年度予算につきましても、この広域連合が積算した資料に基づきまして予算計上を行なっております。

　６ページをお開きください。
　歳入になります。
　後期高齢者医療保険料6,070万2,000円は、被保険者数を1,489人と見込み、年金から差引する現年度分特別徴収保険料を、実績から現年度分の合計額の68％にあたる4,105万8,000円と見込んだものでございます。納付書で納めていただく現年度分普通徴収保険料を、実績から現年度分の合計額の32％にあたる1,914万4,000円としたものでございます。どちらも１人あたり平均保険料は年額４万431円と見込んでございます。また、滞納繰越分につきましては、50万円を見込んでおります。

　次の一般会計繰入金の療養給付費繰入金は、町の医療費負担分として広域連合が積算した広域連合分賦金を7,767万3,000円、保険基盤安定繰入金は７割・５割・２割軽減した保険料分と、被用者保険の被扶養者分を東京都と町の負担分を2,427万2,000円、事務費繰入金686万2,000円は歳出８ページの広域連合分賦金の事務費負担分として374万9,000円、その他一般管理費繰入金として311万3,000円、保険料軽減措置繰入金は保険料軽減措置分として575万円、健康診査費繰入金は９ページの健康診査費で行なう健康診査分を、広域連合からの健康診査費受託事業収入174万3,000円を除いた額として47万3,000円、葬祭費繰入金は９ページの葬祭費600万円から、広域連合より示されている調整額を控除した残額486万円をそれぞれ見込んだものでございます。

　次の繰越金は21年度からの科目措置となります。

　７ページをお願いします。
　諸収入の償還金及び還付加算金の保険料還付金50万円は、広域連合からの歳入を見込んだものでございます。

　下から二つ目、諸収入の健康診査費受託事業収入は、歳出９ページの健康診査費221万6,000円に対する広域連合からの健診事業受託金を、同じく葬祭費600万円に対する広域連合からの葬祭事業受託金を、それぞれ見込んだものでございます。

　８ページをお願いします。
　歳出になります。
　総務管理費の一般管理費は、需用費が各消耗品費、役務費が各種通知の郵券代、委託料が後期高齢者徴収システム等の保守点検委託料を見込んだものでございます。
　次の徴収費は、保険料徴収にかかる納付書等の印刷代と郵券代等でございます。
　次の後期連合分賦金は、事務費交付金が平成22年１月１日現在の人口割と高齢者人口割で374万9,000円、療養給付費負担金が平成21年４月から10月の負担対象額の実績で案分積算した町医療総額の12分の１の7,767万3,000円、保険基盤安定負担金が保険料の均等割額3万7,800円を７割・５割・２割した分と、被用者保険の扶養となっていた方の軽減分を東京都４分の３、町４分の１の負担割合で2,427万2,000円、保険料等負担金が歳入６ページで町が徴収しました保険料の現年度で6,020万2,000円、保険料軽減措置負担金が審査支払手数料等として575万9,000円、９ページの葬祭費支給事業負担金が501万円と、都広域連合の積算資料によりそれぞれ見込んだものでございます。

　９ページをお願いします。
　保健事業費の健康診査費221万6,000円は、広域連合からの受託事業として行なう75歳以上の方の健康診査費で、需用費は受診券の印刷代、役務費は受診券の郵券代、委託料は健康診査等の委託料を見込んだものでございます。

　次の葬祭費600万円は、従来、葬祭費の給付事業につきましては各区市町村条例等で規定し独自事業として実施しており、当町では要綱を定め町の介護保険被保険者のみに給付してきました。平成22年度からの葬祭費の給付につきましては、広域連合の給付事業として、葬祭費の財源は保険料抑制の考えを踏襲し、保険料でなく区市町村の分担金で賄う扱いになりました。町はこの葬祭費１人あたり５万円の、対象者120件分を見込んでございます。

　次の諸支出金の10ページ、保険料還付金は保険料の被保険者への過年度還付金50万円を見込んだものでございます。次の還付加算金は保険料の還付の際に加算金が生じた場合の科目措置として1,000円を計上したものでございます。

　次の一般会計繰出金は、広域連合と分賦金等の精算に伴い一般会計への繰出金を50万円見込んだものでございます。

　次の予備費は財源調整として56万9,000円と見込んでございます。

　以上でございます。
　次に、議案第29号　平成22年度奥多摩町介護保険特別会計予算についてご説明いたします。

　８ページをお願いします。
　歳入でございます。
　保険料の介護保険料は、第１号被保険者65歳以上の方の保険料の特別徴収、同じく普通徴収となっております。事業計画に基づきます所得段階別加入割合補正後被保険者数の減見込みにより、前年度比167万5,000円の減と見込んでございます。

　次の分担金及び負担金の認定審査会負担金は、前年度比１万円の増を見込んでおります。
　次の国庫支出金の介護給付費負担金１億200万7,000円は、歳出16ページから18ページの町特別給付を除く保険給付に対する国の負担分としまして、居宅給付サービス費で20％、施設給付サービス費で15％をそれぞれ規定により見込んでございます。

　次の調整交付金の介護保険調整交付金4,681万2,000円は、同じく歳出16ページから18ページの町特別給付費を除く保険給付費の国庫支出金分で、7.57％を見込んでございます。

次の地域支援事業交付金（介護予防）272万6,000円は、平成18年度から創設された交付金で、歳出18ページの介護予防特定高齢者施策事業費と19ページの介護予防一般高齢者施策事業費の配食サービス事業費、筋力向上トレーニング事業費、地域巡回型デイサービス事業費等の国負担分を規定の25％で見込んだものでございます。

９ページをお願いします。
地域支援事業交付金の包括的支援・任意事業交付金304万6,000円は、内容は前年度と同じで、これは第２号被保険者の負担を除いた財源構成で、国の負担分は規定の40％で見込んでございます。

次の支払基金交付金の介護給付費交付金１億8,551万7,000円は、国庫支出金と同じで歳出16ページから18ページの町特別給付費を除く保険給付費の30％に相当する交付金を見込んでございます。この交付金は社会保険診療報酬支払基金が40歳から64歳の第２号被保険者から集めた介護納付金でございます。

次の地域支援事業支援交付金327万1,000円は、歳出18ページの介護予防特定高齢者施策事業費と、19ページの介護予防一般高齢者施策事業費の配食サービス事業費、筋力向上トレーニング事業費、地域巡回型デイサービス事業費等の負担分を規定の30％で見込んだものでございます。

次の都負担金の介護給付費負担金9,897万円は、歳出16ページから18ページの町特別給付費を除く保険給付に対する東京都の負担分としまして、居宅給付サービスで12.5％、施設給付サービスで17.5％を見込んだものでございます。

次の都補助金の地域支援事業交付金の介護予防136万3,000円は、筋力トレーニング事業等の介護予防事業費の12.5％、10ページの包括的支援・任意152万3,000円は内容は前年度と同じで、これは第２号被保険者の負担を除いた財源構成で、都の負担分は規定の20％でそれぞれ見込んでございます。

次の財産収入の利子及び配当金は、介護保険準備基金利子を予定して科目措置でございます。
次の一般会計繰入金の介護給付費繰入金は、介護給付費の12.5％に相当する町の負担分でございます。

次の地域支援事業繰入金の介護予防は、規定により東京都と同じ12.5％を見込んでおります。

地域支援事業繰入金包括的支援・任意は、こちらも東京都と同じ20％を見込んでございます。

次のその他一般会計繰入金は人件費でございます。
11ページのその他包括的支援・任意事業繰入金は、地域支援事業費の介護予防ケアマネジメント事業費と総合相談事業費、包括的継続的ケアマネジメント支援事業費も、人件費等に対する繰入金でございます。

次の基金繰入金の介護従事者処遇改善特例基金繰入金は、平成21年度条例の設置による基金からの繰入金で、保険料軽減分としまして137万8,000円を取り崩して給付費等にあてるものでございます。

次の介護給付費準備基金繰入金は、積立金から1,415万4,000円を取崩しまして、16ページから18ページの町特別給付費を含みます給付費にあてる予定でございます。

次の諸収入は、預金利子等を前年度と同額を見込んでございます。
12ページをお願いします。

使用料及び手数料は、説明欄にあります各種地域支援事業の介護予防事業の利用者負担額を見込んだものでございます。
次の繰越金は、21年度からの繰越金の科目措置でございます。

13ページをお願いします。

歳出になります。
総務管理費の一般管理費は、職員４名分の人件費と諸経費でございます。
14ページの賦課徴収費と介護認定審査会費につきましては、前年度と同様の内容でございます。

15ページをお願いします。

中ほどの運営協議会費は３回分を見込んだものでございます。
次の趣旨普及費は、昨年度、介護従事者処遇改善臨時特例基金の創設に伴い、保険料軽減対応のため周知用パンフレット作成経費を計上しておりましたが、事業終了により廃目としたものでございます。
16ページをお願いします。

保険給付費の介護予防サービス等諸費は５億4,158万2,000円で、前年度比1,954万1,000円増でございますが、平成21年度確定してございます第４期の介護保険事業計画の給付費の見込料から21年度の実績見込を反映して積算したものでございます。

次の介護予防サービス等諸費は、介護認定で要支援１と２の方のサービス給付費等を、これも事業計画の給付見込料から積算し21年度の実績見込を反映して前年度比172万1,000円減額で見込んだものでございます。

17ページ中ほどの高額介護サービス等費は、実績により見込んでございます。

次の高額医療合算介護サービス等費は、同一世帯における介護と医療の自己負担を合算して年ベースで限度額を超えた額を払い戻すものです。
18ページをお願いします。

町特別給付費599万円は、介護認定で要支援以上の介護度の高い方を対象とした配食サービスで、財源は65歳以上の第１号被保険者の保険料と基金取崩しにより見込んだものでございます。

次の特定入所者介護サービス等費4,207万8,000円は、施設入所者で所得の低い方に基準費用額と負担限度額との差額を保険給付で補うもので、実績により見込んだものでございます。

次は地域支援事業費でございます。次の地域支援事業費、介護予防事業費の介護予防特定高齢者施策事業費467万円は、平成18年度から要支援、要介護になるおそれがある方を対象に地域支援事業が創設され、介護予防サービス地域支援事業に一元化することになりました。19ページの委託料の特定高齢者介護予防訪問サービス事業委託料は、調理などが困難な方に週３回、夕食時間に調理済みの食事を届けるもので、町社会福祉協議会へ委託するものでございます。

生活機能評価等委託料は、要介護、要支援を除く１号被保険者を対象として、特定高齢者の把握事業といたしまして、この地域支援事業費へ医療機関への評価検査委託料として350人分を見込んだものでございます。

次の介護予防一般高齢者施策事業費824万1,000円は、賃金の地域巡回デイサービス事業は平成21年度は境地域で実施しておりますが、平成22年度も２地区を実施する予定で見込んだものでございます。この事業は週１回、地元の生活館等に集まっていただき、体操や料理をしたりして半日を過ごしていただく事業でございます。委託料の筋力向上トレーニング事業委託料は、福祉会館の機能訓練室で週２回、機械を使ったトレーニングを行なう事業でございます。

運動機能向上トレーニング事業は、社団法人東京都柔道接骨士会西多摩支部に属する医院等において、マシンを使わずにできるトレーニングを１回、概ね30分、週１回程度を３か月継続して実施する事業でございます。

送迎対応型デイサービス事業委託料は、白丸のデイサービスセンター森の時計等へ委託している事業で、毎週土曜日に食事や入浴に加え、機械による筋力トレーニング等の運動を実施しているものでございます。食事療養サービス事業委託料は、奥多摩病院へ委託しているものでございまして、平成19年度までは一般会計予算の民生費に計上しておりましたが、平成20年度から給付に対する地域支援事業費総額の割合が増えたことにより、地域支援事業費で実施しております。これらのサービスは利用料として概ね１割負担となりますが、所得の低い方につきましては町単独の助成制度が適用されます。
19ページ下段の介護予防ケアマネジメント事業費と20ページの総合相談事業費は、地域包括支援センターへ町社会福祉協議会から受け入れている研修員２人の人件費等を計上したものでございます。

20ページ中ほどの包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費は609万6,000円で、前年度比607万3,000円の増でございますが、地域包括支援センターの人件費１名分を見込むもので、社会福祉協議会への補助金でございます。

次の任意事業費の委託料で家族介護教室開催委託料は、町内の介護保険サービス提供事業所に事業を委託し、介護者のための介護教室を年１回実施するものでございます。
次の一般高齢者配食サービス事業費は、町独自の地域自立生活支援事業として位置づけ、一般の高齢者に対して実施するものを見込んだものでございます。
次の基金積立金の介護給付費準備基金積立金は、利子分を見込んでおります。
21ページをお願いします。

公債費の利子は前年度と同様を見込んでおります。
次の諸支出金は償還金、22ページの繰出金と共に、前年度と同様の内容でございます。

次の予備費は財源調整したものでございます。
次の23ページからは給与費明細書となっております。後ほどご参照いただきたいと思います。

　以上で議案第26号から議案第29号までの説明を終わります。

○委員長（小林　　勤君）　以上で議案第26号、議案第27号、議案第28号及び議案第29号の説明は終わりました。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩をしたいと思いますが、ご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○委員長（小林　　勤君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時５分から再開といたします。

午前10時52分　休憩

午前11時５分　再開

○委員長（小林　　勤君）　休憩前に引き続き会議を開きます。
　次に、議案第30号についての説明を求めます。地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　議案第30号　平成22年度奥多摩町下水道事業特別会計予算について、ご説明申し上げます。

　７ページをお開きください。
　歳入についてご説明いたします。
　分担金及び負担金の共用施設維持管理費負担金については、641万5,000円を実績により計上しております。これは小河内浄化センターと幹線管渠の共有分経費の１割を、丹波山村から負担金として納めていただくものでございます。

　次に、使用料及び手数料の下水道使用料につきましては、対前年度比38万7,000円増の812万7,000円を計上しております。小河内処理区と奥多摩処理区下水道使用料で、小丹波地区の供用開始の増を見込んで計上しております。

　次に、合併処理浄化槽使用料について、対前年度比58万4,000円増の318万6,000円を計上しております。浄化槽の施設整備が進んでいる関係で使用料を見込んでおります。

　次に、款03国庫支出金の公共下水道事業補助金につきましては、対前年度比5,901万3,000円増の３億6,431万3,000円を計上しております。補助率は国庫補助対象工事費、設計委託費、事務費の各２分の１の補助でございます。歳出では15ページに計上しております。

　次に、浄化槽市町村整備推進事業費補助金ですが、対前年度比306万円の減の751万円を計上しております。補助率は基準額の３分の１の補助で、22年度は海沢地区、上坂等へ22基の設置を計画しております。

　８ページをお願いいたします。
　款04都支出金の公共下水道事業補助金については、対前年度比454万7,000円増の2,317万5,000円を計上しております。補助率は100分の2.5です。

　次に、浄化槽市町村整備推進事業費補助金につきましては、対前年度比104万円減の254万3,000円を計上しております。補助率は基準額から国庫補助額と起債額等を差し引いた額の２分の１の額で、22年度は22基分を見込んでおります。

　次に、款05繰入金の一般会計繰入金につきましては、対前年度比2,174万5,000円増の３億4,130万6,000円を計上しております。小河内処理区、奥多摩処理区及び浄化槽整備推進事業の一般会計からの繰入金を見込んで計上しております。

　次に款６繰越金は、一般会計からの繰入金の調整費として計上しております。
　諸収入の預金利子につきましては、窓明けとなります。
　次のページをお願いいたします。
　消費税還付金1,000万円につきましては、平成22年度奥多摩処理区工事にかかる消費税の還付金を見込んでおります。

　次に、町債につきましては対前年度比9,770万円増の６億4,140万円を計上しております。奥多摩処理区公共下水道事業及び浄化槽市町村整備推進事業費として下水道債を見込んでおります。

　10ページをお願いいたします。

　歳出についてご説明申し上げます。
　款01の総務費、一般管理費につきましては前年度比987万4,000円減の755万3,000円を計上しております。下水道中期ビジョン策定業務委託が終了したための減が主なものでございます。

報償費につきましては、下水道事業運営費と下水道事業推進委員の報酬で、本年度は下水道事業運営委員会及び推進委員会を２回開催予定で、それぞれ報酬を含めて38万円の計上をしております。

次に、給料から旅費につきましては、職員１名分の人件費等でございます。
次に、19の負担金・補助及び交付金の水洗化補助金100万円につきましては、生活保護世帯２世帯分を見込んでおります。

次に、23の償還金・利子及び割引料につきましては、消費税の調整用として見込んでおります。

次に、維持管理費につきましては、対前年度比997万6,000円増の8,479万4,000円を計上しております。

12ページをお願いいたします。

01の小河内処理区、07の賃金から12の役務費につきましては、前年とほぼ同様の額を計上しております。

13の委託料につきましては、処理場及び管渠施設維持管理費及び電気機械設備点検整備委託料は昨年同様の計上でありますが、汚泥処理場の受入地の変更により委託料金がほぼ半額で処理できることとなったため126万円を計上しております。

次に、16の原材料費から27の公課費までは昨年同様の計上をしております。

次のページをお願いします。
02の維持管理費の奥多摩処理区は、対前年度比1,176万3,000円増の2,184万円を計上しております。

次に、11の需用費の光熱水費360万円は、川井26か所、小丹波地区30か所、計56か所の下水を送水するポンプの電気料を見込んでおります。

次の役務費の通信運搬費等60万円につきましては、同じくそのポンプの故障等を連絡する通信料を見込んでおります。

次に、13の委託料、ＭＰ・ＧＰ、これにつきましてはマンホールポンプ、グラインダーポンプということになります。それの保守点検業務委託料400万円につきましては、川井・小丹波地区56か所のポンプ点検整備委託料を見込んでおります。

下水道使用料徴収事務委託料1,244万9,000円につきましては、東京都水道局におきましてこの４月から下水道料金を徴収していただくために、奥多摩分のデータを入力するためのシステムの改修費用等でございまして、初年度のみで来年度からは約100万円前後の委託料で料金徴収をしていただく予定となっております。

次に、19の負担金・補助及び交付金91万2,000円につきましては、流域下水道の奥多摩分の川井及び小丹波地区の汚水の処理費用の負担金となります。

次に、02の事業費、下水道事業費につきましては対前年度比１億7,924万1,000円増の11億4,800万4,000円を計上しております。

14ページをお願いいたします。

01の下水道事業費、小河内処理区につきましては、前年度比24万4,000円増の907万3,000円を計上しております。

また、その中で15の工事請負費につきましては、下水道管取り出し２か所の工事費として100万円を計上しております。その他は職員１名分の人件費等でございます。

次に、下水道事業費、奥多摩処理区につきましては、前年度比１億7,899万7,000円増の11億3,893万1,000円を計上しております。節の区分の02の給料から15ページの09旅費までは、職員１名分の人件費等でございます。

次に、11の需用費につきましては、消耗品等で126万2,000円を計上しております。

次に、13の委託料につきましては、6,568万5,000円を計上しております。22年度の施工管理及び23年度の実施設計業務委託、及び奥多摩処理区の認可設計業務委託が主なものでございまして、認可につきましては新年度、白丸から境、桧村までの86ｈａの認可を取得します。また、23年度の実施設計委託につきましては、大丹波地区の一部と白丸地区の一部、及び白丸から氷川方面の幹線の一部の実施設計を計画しております。

次の15の工事請負費８億7,937万2,000円は、奥多摩処理区の管渠建設工事を予定しております。平成23年４月、供用開始予定の棚沢地区につきましては、西川地区の配管工事及びポンプ場の整備工事と、梅沢地区、丹三郎地区の配管工事を予定しておりますが、青梅市側の遅れによりまして２、３年、供用開始が遅れております。これにつきましては御岳の大沢橋の上流か下流のどちらかに人道橋を建設し、その橋に下水道管を添架する工事が遅れているためでございます。

16ページをお願いします。

負担金・補助及び交付金につきましては、多摩川上流流域下水道建設負担金で１億8,129万9,000円を計上しております。説明欄にございます多摩川流上流域下水道建設負担金につきましては、１億1,555万2,000円につきまして、過年度分の青梅市から昭島にございます多摩川流上流水再生センター処理場までの管渠及び同処理場の建設負担金で、22年度で終了し、今後は随時、維持管理に関する負担金が発生するということでございます。次に、青梅第１－１処理分区工事負担金5,808万7,000円につきましては、青梅市御岳駅前から梅沢までの建設負担金で、平成24年度までに事業を実施するということで予定しております。

次の款02事業費、浄化槽市町村整備推進事業費につきましては、対前年度比1,037万2,000円減の5,484万5,000円を計上しております。

次に、節の区分02給料から次のページの09旅費までは職員１名分の人件費等でございます。

次に、11の需用費の152万1,000円及び12の役務費353万7,000円につきましては、流域下水道区域外の252か所の合併浄化槽の消耗品、修繕費、検査手数料及び汚泥の引抜料を計上しております。

次に、13の委託料につきましては、浄化槽の保守点検委託料と海沢上坂地区他浄化槽設備設計委託料として924万9,000円を計上しております。

次に、15の工事請負費につきましては、海沢上坂地区他の浄化槽設置工事22か所分3,212万円を計上しております。

次に、19の負担金・補助及び交付金50万円につきましては、生活保護世帯の水洗化補助として計上しております。

18ページをお願いします。

款03の公債費の長期債元金につきましては、前年度比1,359万5,000円増の6,339万7,000円を計上しております。

次に、長期債利子につきましては、対前年度比308万8,000円減の4,760万7,000円を計上しております。

款04の予備費につきましては、前年度比52万2,000円増の180万円を計上しております。

次のページをお願いします。
特別職の給与明細です。水道事業運営委員15名及び下水道事業推進委員21名の報酬で、対前年度比10万5,000円減の38万円を計上しております。

20ページをお願いいたします。

一般職の給料につきましては、下水道係員４名の給料及び手当等の明細でございます。対前年度比294万1,000円減の3,288万7,000円を計上しております。職員の手当につきましては記載のとおりでございます。

次の21ページから26ページにつきましては付属資料になりますので、説明を省略させていただきます。

27ページをお開きください。

町債の見込みに関する調書ですが、当該年度末現在高見込額を32億6,257万9,000円としております。

以上で議案第30号　平成22年度奥多摩町下水道事業特別会計予算の説明を終わります。

○委員長（小林　　勤君）　以上で議案第30号の説明は終わりました。

　次に、議案第31号について説明を求めます。病院事務長。

○病院事務長（原島　　肇君）　議案第31号　平成22年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算についてご説明いたします。

　１ページをお開き願います。
収益的収入及び支出の実施計画でございます。
　全体の病院事業収支につきましては４億8,850万円で、前年度と比較して0.8％の減額予算となっております。

　収入でございますが、医業収益の入院収益を２億750万円、前年度より8.7％の増加、これは１日平均入院患者数を前年度比２名増の25人を見込んだためでございます。なお、１人１日あたり診療単価の見込額は前年同額でございます。

　次に、外来収益につきましては9,147万9,000円で、前年度より14.6％の減となっております。訪問看護分を除く１日平均外来患者数は前年度より11名減の60人で、１人１日あたり診療単価の見込額は前年同額で見込んでおります。

次に、その他医業収益につきましては2,875万2,000円で、前年度より5.2％の増となっておりますが、公衆衛生活動費の健診受診者の増を見込んだものでございます。

２ページをお願いいたします。
次に、医業外収益でございますが１億6,741万9,000円で、前年度より3.4％の減となっております。主な内容では、本議会初日、条例改正のご決定をいただきました病床数変更により、都支出金が6,844万1,000円で、前年度より4.8％、343万8,000円の減額となります。

他会計補助金では一般会計補助金が9,500万円で、前年度比150万円1.6％の減額となっております。

３ページをお願いいたします。
患者外給食収益につきましては168万円で、前年度より48万円の減となっておりますが、食数の減によるものでございます。

その他医業外収益につきましては227万7,000円で、前年度より36万円の減となっておりますが、内容的には大きな変化はございません。

次の特別利益の10万円につきましては、前年度と同額でございます。

４ページをお願いいたします。
支出でございますが、項の医業費用全体では４億8,112万2,000円で、前年度より0.8％の減となっております。

内訳といたしまして、給与費では２億7,764万3,000円で、前年度より3.3％の減となっておりますが、内容等につきましては後ほど13ページの給与明細書でご説明させていただきます。

５ページをお願いいたします。
材料費でございますが5,580万円で、前年度より8.1％の増となっておりますが、主に入院患者増による薬品費の増額分を見込んだものでございます。

次に、経費でございますが、１億2,378万4,000円で前年度より1.8％の減となっております。節の内容でございますが、福利厚生費から旅費交通費までは前年度同額でございます。職員被服費は50％の減額、消耗品費、光熱水費は前年度同額、燃料費は重油等の価格の低下により34.1％、345万8,000円の減となっております。

６ページをお願いいたします。
食糧費、印刷製本費につきましては前年度同額、修繕費は4.8％、10万円の減、役務費、保険料は若干の減はございますが大きな変化はございません。また、賃借料につきましても1,038万5,000円で７万9,000円の微増となっておりますが、内容に大きな変化はございません。

７ページをお願いいたします。
通信運搬費は昨年と同じ内容でございます。委託料は前年度より1.7％増の8,982万1,000円で、臨時職員委託料の増を見込んでおります。諸会費から雑費までは前年度とほぼ同じ内容となっており、金額につきましても大きな変化はございません。

８ページをお願いいたします。
減価償却費につきましては2,294万5,000円で、前年度より13.8％の増となっておりますが、建物減価償却費が1.3％、機械備品減価償却費が46.6％の増、また、今年度、新たに車両及び運搬機具償却費を計上するものでございます。

資産減耗費の30万円は昨年同額、研究研修費の65万円につきましては図書費を５万円増額するものでございます。

次に、医業外費用でございますが672万円で、前年度より4.3％の減となっておりますが、支払利息の企業債利息が減額となったものでございます。

患者外給食材料費及び雑損失、次ページの消費税につきましては前年度同額でございます。
９ページの特別損失30万円につきましては前年度と同額でございます。

また、予備費につきましては、財源調整し計上したものでございます。
10ページをお願いいたします。

資本的収入でございますが、総額で1,413万円となっており、国庫支出金、都支出金につきましては医療機械購入の補助金分206万5,000円をそれぞれ計上したものでございます。

また、建設改良積立金に余裕金が見込めたいため、町から診療施設整備分として1,000万円の出資金を計上させていただきました。

11ページをお願いします。

資本的支出でございますが、総額で3,947万9,000円となっており、前年度より27.9％の減となっております。

内容でございますが、建設改良費の建物及び付帯設備工事費では1,308万5,000円で、病棟ナースコール設備の改修工事、院内トイレのウォシュレット改修工事３か所分、院内の冷暖房をコントロールする温冷水ユニットのメンテナンス工事及び屋上水槽の配管改修工事でございます。

次に、固定資産購入費でございますが、備品購入費で255万7,000円となっておりますが、ＣＴを含むレントゲン画像の保存用のハードディスクの購入の他、患者用洗髪車、調剤台用集塵機、転落防止帯などの購入を予定しております。医療器械購入費は619万5,000円で、重症患者の心電図、呼吸、酸素飽和度を24時間監視する医療テレメータの更新、及び動脈硬化疾患の高リスク者の判定に必要な中心血圧が測定可能な自動血圧計の新規購入を予定しております。

次の企業債償還金の1,764万2,000円は、起債分の元利償還分でございます。

なお、収入額が支出額に不足する額の2,534万9,000円につきましては、建設改良積立金及び過年度損益勘定留保資金にて補填を行なう予定でございます。

12ページをお願いいたします。

資金計画でございますが、表の中央、当年度予定額では受入資金が５億3,591万3,000円で、支払額が５億478万4,000円で、差引3,112万9,000円となる予定でございます。

13ページをお願いいたします。

給与費の明細書でございます。
表の中ほどの比較の欄でございますが、全体の職員数は産休看護師の補充職員の確保のため１名増員の28名となります。給与改定に伴い前年度比、給料で133万5,000円の減、手当では地域手当の支給率改定、期末勤勉手当の支給月数改定により減額はありましたが、子ども手当の新設、また、退職手当組合負担金が法定福利費より手当に算入されたことから、手当全体では1,942万7,000円の増額となりました。法定福利費では退職手当組合負担金が抜けたことから2,792万円の減、合計で982万8,000円の減となっております。

手当の内訳につきましては、下段の手当の内訳明細書のとおりでございますが、内訳欄に退職手当組合負担金欄及び子ども手当欄を新たに追加いたしました。
次の14ページから19ページまでの明細書につきましては説明を省略させていただきます。

次に、20ページから22ページまでは平成22年度予定貸借対照表、23ページから24ページまでは平成21年度の予定損益計算書、25ページから27ページまでは平成21年度の予定貸借対照表となってございます。それぞれの表につきましても説明を省略させていただきますのでよろしくお願いいたします。

以上で議案第31号の説明を終わります。

○委員長（小林　　勤君）　以上で議案第31号の説明は終わりました。

　これより３月16日の第１日及び本日、説明を受けました各議案の質疑を行います。

　まず、議案第23号　平成22年度奥多摩町一般会計予算の質疑を行ないます。

　初めに、歳入の質疑を行います。
　なお、答弁、説明者にお願いをいたします。歳入の質疑ではありますが、歳入の項目及び質疑によっては歳出と関連する又は対応する事業が多くありますので、歳出に連動する事業の歳入の説明については、各事業内容等を理解しやすくするために、歳出のページを示したうえで歳出も含めて一括で答弁、説明をお願いします。
　また、質問される委員にお願いします。ただいま説明者に理解をしやすい説明をお願いしましたが、説明者が質問内容を十分理解できるよう、１回の質問に対し多くとも３項目までとし、答弁漏れのないよう、理解を深めるためにもご協力をお願いします。なお、ページ数も明示していただければ、さらにわかりやすいかと思います。
　それでは、歳入について質疑のある委員は挙手を願います。１番師岡　伸公委員。
○１番（師岡　伸公君）　３点、お願いいたします。
　まず、11ページでございます。町税の中で昨今の状況で、ほぼみんな減額予算でございますけれども、中段の入湯税なんですが、これも減るというふうな予測でございますが、今、森林セラピー事業を中心としたいろんな形で町が事業推進に頑張っておられますけれども、例えばこの入湯税あたりはそういうふうな一環の中で、もう少し望めないのかな、というような単純な気持ちでありますが、この辺のところはいかがご算出したか、ということが１点です、

　それから次に、22ページ中段、都の支出金で市町村総合交付金のところ、総額ではそんなに変わっていないと思いますが、ここの中の財政事情割とそれからまちづくり振興割、これが去年の数字と少し変化をされているのかな、というふうに思います。去年が財政事情が６億円、今回が８億3,000万円、それからまちづくりが昨年が５億6,700万円、今回は３億6,000万円、この辺の内訳が変わっていることというのは、どういうふうに我々は解釈したらいいのかな、というところが一つでございます。

　それから、こういうふうな形でこれだけの予算を獲得しているということについては非常にありがたく思いますが、今後の見通しということも含めてお伺いできればというふうに思います。
　それから三つ目でございます。39ページ、諸収入のところで一番上の枠の上段から２番目の広報費、広報バナー公告収入というのがございます。今朝も町のホームページをちょっと見てまいりましたが、「現在、募集はしておりません」という表示になっておりましたが、今、その募集をやめている経緯がどういうご事情なのかということと。

　それから、各市町村のホームページでこのバナー公告をやられて、町の収入の一つとして各市町村もそういうふうな形で考えられていると思うんですけれども、近隣の市町村や特に観光地を控えているところのホームページを見ますと、それぞれ特徴がありまして、例えば観光地ですと、どうしても公告の内容にしてもそれに見合ったというか、そういうふうなことを期待した会社の広告が載っていたりとか、というふうにされていますが、今後、町としてもそんなところをどのように考えていくかということと。
　それからバナー広告は大体右端ですとか左端ですとか下段だとか、そんなところに位置していますけれども、当町の場合には縦の横に今、位置していますが、ちょっとぱっとトップページを見たときにバナー広告が飛び込んでくる、視覚に入る率が高いと。もちろん出している業者さんはうれしいでしょうけれども、我々として町のトップというのはもうちょっと違った感じがいいのかなというふうに思いますが、その辺のところも含めてよろしくお願いいたします。
　以上でございます。
○委員長（小林　　勤君）　住民課長。
○住民課長（浜野　武雄君）　師岡　伸公委員の１点目の入湯税について、入湯税をどう積算しているか、ということなんですが、森林セラピーとかいろんな業務の関係についての積算で足し込んではおりません。ちなみに入湯税については14年度から課税をさせていただいております。15年度が一番入湯客数も多くて1,027万9,750円、その後、毎年、下がり続けてきているということでございます。全国的に見ましても入湯税については下がっているということでございます。

　以上です。
○委員長（小林　　勤君）　企画財政課長。
○企画財政課長（加藤　一美君）　私の方からは２点目にいただきました市町村総合交付金についてのご回答をさせていただきます。
　市町村総合交付金につきましては、昨年に比べて3,000万円増の12億円を見込んでおります。内訳でございますけれども、22ページにございますように財政事情割等につきましては、この内容は財政状況割が30％、経営努力割が15％です。その下のまちづくり振興割につきましては、地域振興割という名称で55％です。内容的には財政事情割等につきましては、町の経営努力、特によくお話をさせていただきますけれども、行財政改革が非常にポイントになります。一生懸命やっていますと、これで多くの交付金がいただけるという結果になります。それと、まちづくり振興割につきましては、いわゆる工事関係ですね、これの補助金をいただいて足りない分を一般財源で足し込むわけでございますけれども、これについての充当をいただくというものでございます。
　委員から質問の、いわゆる財政事情割等が増えてまちづくり振興割が減ったということにつきましては、特に給食センターが昨年３億円の規模でございまして、その分がなくなって大型事業が減少したというものでございます。この分、財政事情割につきましては、今後も行政努力をさらに行って多くの交付額をいただこうという計画でおります。
　以上でよろしいでしょうか。
○委員長（小林　　勤君）　総務課長。
○総務課長（武内　新三君）　それでは、私の方からはバナー広告の関係でご答弁をさせていただきたいと思います。
　今まで町のホームページにつきましては、青梅商工会議所の方に委託をしております、という経緯がございました。それがいろんな経費上の問題で今回、委託先を変えております。その関係もあって若干、また調整もありまして、今、募集していないということがあろうかと思います。
　それからトップページの掲載の位置でございますけれども、たしかに開きますと目立つところに出てくるということもありますので、今後、検討させていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。
○委員長（小林　　勤君）　よろしいですか。
○１番（師岡　伸公君）　はい。ありがとうございました。
○委員長（小林　　勤君）　ほかにございますか。14番島崎委員。

○14番（島崎　利雄君）　歳入の方で１ページくらいでしょうか、町税に関して。この間、最終補正の中でも議論をしましたが、今度は当初予算ということで大幅に増えているということだというふうに思うんですね。特に個人が2,900万円というような数字も出ています。そして、この点では結果的には昨年１年間というか、12月末ですが、所得なり稼いだ人たちが減額しているというふうに思うんですね。働いている方がた、営業されている方がたを含めて売上げが落ちている。そういう反映がこういうところに出たんだというふうに思われるんですが、その実態的なものは大枠ではつかんでおられるのかどうか。

ということは、非常に住民が大変な暮らしを強いられていると。今、よく都内などでは派遣だとか、いろんな問題が発生して働きたくても働けないというような問題も出ているわけですので、そういう意味で町として私は、この数字だけでは一概には判断できないとは思いますが、やはり住民の状況を把握をするというかね、個々にはできないかもしれませんが、やはりその点の対応も必要なのではないか。住民の生活、暮らしを守る、こういうふうな観点から必要ではないか、というふうに思いますので、この税収が減ったことそのものは今まさに経済危機の影響というようなことで大きな影響を受けているというふうに思います。この点で税務の方の立場からも、どういう見解を持たれているのか、今後の対応を含めて、ということと、総合的にどのようにお考えになっているか、ということであります。
　それから次に、地方交付税の問題でありますが、これは確か前年では12億、今度は12億7,000万円ということで7,000万円増えたということだというふうに思うんですが、これは今の政府が地方に対しては非常に手厚くというか、一定の方針を持って農山村地域の活性化というような位置づけも含めて取り組んでいると思うんですが、この予算がまだ増える可能性があるんだというふうに私は思うんですが、これはもう交付税そのものでは終わりなのかどうか、その点をお伺いしておきたい。

　もう１点は、これは16ページにありますが、森林館使用料というのがございます、38万4,000円という数字で、これは日原にある森林館のことだというふうに思いますが、これだけの問題ではなくて、例えばここに町のＯＢの方が１人と現地の人が１人ですか、パートの人を含めて３人くらいの体制でやられていると思うんですが、単純に割りますと１年間で月額で見ると３万2,000円くらいの収入しかないということですね、見学料というか。この点、一つとしてそこにあります観光施設使用料というのが、これは大きな3,600万円という数字がございます。

こういう点でもやはりこの町の観光を中心に、一つは観光立町といわれる町ですから、今この不景気だとかお客が減少していると、町全体にね。こういう状況の中でやはりどう活性化をしていくのか、つくっていくのか。これはやはり行政が結構いろいろな意味で指導、援助をしないと、今いろんな団体等、それから指定管理者の21団体でしたか、こういう組織もありますが、やはり活性化をつくりあげていくという点で、それぞれの業種別や団体別にも様々なのがあるでしょうけれども、全体で集るというのは難しいにしても、皆さんで何らかの知恵や力を出しあう会議というんですかね、この現状を打破していくということで取り組んでいく必要があるんではないか。私はむしろお金の問題ではなくて、こういう状況の中で前年対比でもマイナスになっているわけですから、観光施設使用料の方を見てもね、ぜひそういう施策の取り組みを強化していただきたいという、皆さん方の現状のご報告と同時に対応の方をどのように考えられているか、このことをお伺いしておきます。
　以上３点です。
○委員長（小林　　勤君）　住民課長。
○住民課長（浜野　武雄君）　島崎委員の１点目の税収減の原因ということでありますが、うちの方は税担当としては数字的なことで社会状況のお話をさせていただきたいと思います。
　今回、前年度比、個人住民税2,902万円の減ということですが、決算、３月の補正予算でも出させていただいた額から見ますと1,600万円ほど、ですから補正から見ますと1,600万円ほどの減ということでございます。去年と比較しますと2,902万円というのは9.7％減ということでございます。ちなみに21年度、22年度の課税についてはまだ申告していただいている時期なものですから、21年度、20年度、19年度くらいのところで比較をさせていただきますと、納税義務者１人あたりの所得割額が19年度については10万7,000円、20年度が10万9,000円、21年度が10万4,000円、ということは21年度については１人あたり5,000円、納税額が減っているということでございます。ですから、今年は21年中の所得で課税させていただくということでありますので、また一段と下がる、所得が下がっているということが伺えるかと思います。

　以上です。
○委員長（小林　　勤君）　企画財政課長。
○企画財政課長（加藤　一美君）　島崎委員から町税の減少に関して総合的な考え方はどうなのか、というふうに質問されましたのでご回答させていただきます。
　まずもって町税の減少につきましては、これはまず経済の回復と人口の減少を止めないことには増えていかないというふうに考えております。このため、繰り返しになりますけれども、子育て支援をさらに充実をしまして、また、若者住宅建設を含めて大いに若者支援をすることで人口減少を食い止めて、活気のある元気な町にしていかない限りは難しいな、というふうにいわれております。
　それと地方交付税12億7,000万円を予算化してございますけれども、委員が言われたように、各市町村では法人税等の極端な落ち込みから国都も一生懸命手厚い予算を組んでいただいております。国も都も現状の中で基金等の取崩しをして予算を組んでいただいている状況です。

　地方交付税につきましては、委員のご質問の、これからさらに増額をされるのか、という点につきましては、現時点では予測がついておりません。ご理解いただきたいと思います。
○委員長（小林　　勤君）　教育課長。
○教育課長（井上　　永一君）　それでは島崎委員のご質問にお答えしたいと思います。
　まず、森林館の使用料が前年度と同額ということでございまして、入館者自体は若干今年度、20年度と比較して21年度今現在では増えているという状況でございます。先ほど言われました森林館の委託関係でございますけれども、172ページから歳出の方に載っていますけれども、日原保勝会、それと町の再雇用職員ということで人件費等も出ておりますけれども、日原保勝会には森林館の清掃等も含めた形での委託料ということでございます。

　また、観光施設等も含めた中での活性化を、ということでございまして、昨年からお話をさせていただいておりますけれども、観光施設も含めて日原地域で活性化を考えていきたいということで、森林館といいますか、こちらでは巨樹コースも整備してお客さんを呼びたいということで今、水道局から用地をお借りして整備を始めたところでございます。
　また、巨樹・巨木林関係で全国へデータを発信しているというようなことから、巨樹の里ということでホームページ等でそれらも全国に広めてお客さんを呼んでいきたい、という考えでもございます。
　また、社会教育委員の会議の中でも森林館、あるいは日原ふるさと美術館の今後の活性化について、ということでいろいろとお話をさせていただいているんですけれども、日原ふるさと美術館についても町内の方でもまだそこに美術館があるということを知らない方もいらっしゃるんではないか、というようなお話もいただいております。

今後、今、一つの案といたしまして、氷川小学校の児童が平岡先生の指導で巨樹の写生会を毎年やっております。それらの作品を日原の美術館に展示して、保護者も含めてその美術館に行っていただき、また、それを広げて日原地域の観光といいますか、そういう部分にも広げていきたいというふうに考えております。それを今後、町内の学校でもそういう展示できるようなものも、そういうところで展示しながらまずは町内に広め、またそれを都内、全国というような形で広めて観光客を誘致していきたい、というふうなことでも考えておりますのでよろしくお願いします。
○委員長（小林　　勤君）　観光産業課長。
○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは私の方からは観光施設使用料の減というご質問がありましたので、それについてお答えさせていただきます。
　まず観光施設使用料につきましては278万4,000円、新年度で減額しておりますが、昨日もご説明申し上げましたように、丹縄亭の指定管理が初年度ということで全額免除というふうな形が主なことによりまして、この金額が減になったということでございます。

　ちなみに大沢国際釣場につきましては、２年目ということで16万3,000円ということで増額になっておりますし、青目立不動尊もやはり２年目ということで６万3,000円を計上させていただいております。

　それと日原地域におきましてはエコツーリズムで地域振興を図っていくということでございますが、委員ご存知のように日原地域は高齢化ということで、案内する人の確保が高齢化ということでなかなか難しいということで、現在、検討しておりますが、これについても教育課の方で巨樹めぐりのコースを整備しておりますので、その辺と絡めてエコツーリズムを進めてまいりたいと考えておりますのでご理解をお願いいたします。
　以上でございます。
○委員長（小林　　勤君）　よろしいですか。
○14番（島崎　利雄君）　はい。

○委員長（小林　　勤君）　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○委員長（小林　　勤君）　ご異議なしと認めます。よって、午後１時から再開といたします。
午前11時59分　休憩

午後１時00分　再開

○委員長（小林　　勤君）　休憩前に引き続き会議を開きます。
　議案第23号　一般会計予算の歳入の質疑を続けます。

　質疑はございませんか。原島　伸行委員。
○３番（原島　伸行君）　先ほど師岡委員からご質問がありました入湯税について再度伺いたいんですが、入湯税といいますと収入源の一つでもあると思うんですが、そのもえぎの湯の割引券を町内の世帯に配布もされているようですけれども、その町民の利用度、それとサービスデーなども年に１度、２度くらいやっているみたいなんですけれども、この辺も各地に温泉施設ができていますので、その辺の取り組み方ですか。

それと今度、バイオマスボイラーも検討されているようなので、少しでももえぎの湯を入湯税も含めてもっと入館料を増やす考え方というんですか、取り組み方も第３セクターの総合開発の方なんでしょうが、その辺の取り組み方とか。それに対してまた当然、入湯税、税収を上げるには日数とか営業時間等も考えられると思うんですけれども、その辺の取り組み、考え方をお聞きしたいです。
○委員長（小林　　勤君）　観光産業課長。
○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは原島委員のご質問にお答えいたします。
　まず、もえぎの湯の割引でございますが、現在、町民の方には各世帯ごとにもえぎの湯利用券という形で配布させていただいております。それと、このもえぎの湯の割引なんですが、入湯税につきましては他にも町内８施設、旅館、民宿等ご利用できるところがありますので、入湯税についてはそこも含めた税ということでお願いしたいんですが、まず町民の方の利用率なんですが、大体毎年６％から７％の利用がございます。年間11万人程度、これは年によって増減がございますが、大体11万人から11万人ちょっとで推移していますので、それの６％から７％の方がご利用になっているということでございます。
　これについてはたしかに委員ご指摘のとおり、サービス等を含めて何らかの形で増やしていくことも考えなければいけないと思うんですが、今回、もえぎの湯の木質バイオマスボイラーを建設していますが、これの設置にあたっては見える化という形で進めていきたいと考えております。見える化については、化石燃料を使った場合と木質ペレットを使った場合のＣＯ2の削減量を何らかの形でもえぎの湯に掲示して見えるようにして、こういうことを奥多摩町でやっているというようなことで取り入れて、利用者増につなげていければと考えております。現在、世界的にＣＯ2削減ということで非常に風も吹いておりますし、そういうところを考えながら利用者の増につながればと考えております。

　あと、サービス面については、これは指定管理者で奥多摩総合開発が行なっていますので、今後できることを検討しながら利用客の増につなげていければと思いますので、ご理解をお願いいたします。
　以上です。
○委員長（小林　　勤君）　よろしいですか。
○３番（原島　伸行君）　はい。
○委員長（小林　　勤君）　ほかに質疑はありませんか。島崎　利雄委員。
○14番（島崎　利雄君）　それでは、だぶることではないんですが入湯税のことで、資料の中にも出ておりますが、新たな財源ということで680万円、入湯税が入っているというような数字が出ていますが、新たな財源というのは入湯税だけではなくて他にも考えられているのかどうか。なかなか地方自治体で財源を見つけるというのは大変なことなんですが、何か新たな財源ということで、入湯税は新たじゃないわけですから、その辺がどのような状況かと。

　それから当然、歳出にも出てくるんですが、２点目には花粉対策、森林再生との関係を含めてですが、今回、2,900万円くらいですか、減額に花粉の方はなっています。非常に大変な状況になっている、なかなか進行ができない、というようなお話も聞いています。

　今後どのような対策を考えておられるのかどうか。非常にこの花粉対策それから森林再生を含めて多額な予算が都から単独予算で来ているわけですから、有効に使う。問題は地主さんの関係、山の境界がはっきりしないとか、いろんな問題があるようですが、やはりなんらかの対応をして、これは減額するんじゃなくて逆に増額する方向で持っていくくらいのことが必要なんではないか、というふうに考えますが、この点はどのように来年度の中で減額を含めてどう今後、拡大していくのか、という点をお尋ねしたい。
　以上。
○委員長（小林　　勤君）　企画財政課長。
○企画財政課長（加藤　一美君）　島崎委員からはいわゆる法定外目的税の入湯税以外に新たな財源の確保の予定があるのか、というご質問でございましたから私の方からお答えをさせていただきます。
　まずもって現状では、町単独の目的税を新設するというのは状況的に難しいかな、と考えております。唯一、森林環境税の全国協議会、これは行政と議員連盟両方加盟しておりますけれども、今後につきましてはやはり森林の町でありますので、これら森林に関係する税に期待をしてまいりたいと考えております。
　以上です。
○委員長（小林　　勤君）　住民課長。
○住民課長（浜野　武雄君）　新税について、今年の22年度の税制改正大綱の中でうたっているのは、「平成23年度実施に向けて成案を得るべくさらに検討を進めます」ということで、地球温暖化対策税、環境省の方が創設を求めているものについて検討を進める、ということをうたっております。

　以上です。
○委員長（小林　　勤君）　観光産業課長。
○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、花粉症対策の関係のご質問にお答えしたいと思います。
　この予算書では対前年度比2,944万9,000円ということで減額になっております。これについては町で新年度予算を作成する段階で、予算要求が昨年11月という形でございますので、東京都の提示額がはっきりしていないということも含めてこの金額にさせていただきました。その後、東京都の予算も審議されておりまして、内示という形では実際には今年度は増額で契約されるというような形になっておりますので、この予算書上では2,944万9,000円の減でございますけれども、実際には４月の契約段階では増えるというようなことを聞いております。
　また、今後、予算の執行という形でございますが、21年度で答えさせていただきますと、１億4,200万円の金額のうち大体99％、この花粉症につきましては都との契約は面積と金額の両面の契約がございます。どちらかが100％、もしくは100％近くになった場合にはそこで執行ができないというような形でございます。現在、面積は87ｈａのうち99％程度枝打を行なっていますので、それに伴って支出が今後確定するということで、20年度に比べれば都への返還金は少なくなると考えております。

　なお、今後、この花粉症対策の関係でございますが、例年、毎年のように森林再生事業と絡みがありますので、若干の面積の変動はあると思いますが、大体90ｈａ程度、町の方では行っていきたいと考えております。また、予算が許せばもう少し増やしていきたいと考えております。

　いずれにしても森林再生事業で一緒に花粉症の方と進めてまいりますので、ご理解、また、ご協力をお願いしたいと思います。
　以上です。
○委員長（小林　　勤君）　ほかに質疑はありますか。11番師岡　　智委員。

○11番（師岡　　智君）　１、２点、お伺いします。

　固定資産税の給付財産のところがございますが、ここで今回、水道局、交通局、総務局からいただいてございます。いろいろお世話になっている部署でございますけれども、これは今年度も比較的、全体的には年々、これは恐らく償却資産が出るからこれが減っていくんだと思うんですが、今年度を見てもやはりこの三つの部署からの納付金で580万円、約600万円くらい固定資産税が減額になっております。これは年々、どの程度、償却資産を見ているかわかりませんけれども、これは年々こうやっていきますと、２年経つと1,000万円以上ということになりますので、あと５年も経つとかなり減っていくのかなという気がしますけれども、これはどういう基準で、こちらから賦課はできないんでしょうけれども、何か向こうから提示されているのか、償却資産というのはどの程度、見て、どういうふうに試算がされているのか。水道局はダムなどがあるんだろうと思いますが、この辺がどういう試算になっているのか、ちょっとわかったら教えていただければな、と思います。
　次は、今、政府でも大分大きな問題になっています予算でございますが、18ページに今年の児童福祉費の中で子ども手当というのが出ております。大変町でも子ども手当費負担金というのが今年の４月からということで、約１億1,500万円と大変大きな金額でございますし、さらに22ページを見ますと東京都の民生費でも一部これが出ているかなと思うんですが、この辺について町の負担というのは出てこないものなのか。どういう形でこれが今、町として子どもたちを対象に、これは国の方針ですので国の方針に従ってやるんだろうと思いますけれども、どんな形でこれから支給をされていくのかな、という気がいたしますので、その辺の絡みを一つ、わかる範囲で結構ですけれども、教えていただけたらな、と思っております。
　あとは、これは多分間違いないと思いますが、39ページに庁舎管理費ということで東京都水道局庁舎使用料というのは、今度、一元化になって東京都水道局が、どこか町の中に事務所を設けるというようなことをちょっとお聞きしたように思うんですが、これについて、この100万円というのはどういうことで水道局から別にいただけるものなのか、この辺がちょっとよくわからないんですけれども、そういう形で今回計上されているのかな、と思いますけれども、これについてちょっと、多分そうじゃないかなと想像はしていますけれども、39ページの中ほどにございます、その辺のところを３点ばかりお聞きします。
○委員長（小林　　勤君）　住民課長。
○住民課長（浜野　武雄君）　師岡委員の固定資産税の中の国有財産等所在市町村交付金ということで内容についてご質問がございました。
　これは水道局については小河内ダムが対象となっております。あと、土地については天租山等の場所が対象となっております。建物についてはダムの管理事務所他、建物についてございます。あとは一番大きい償却資産なんですが、ダムの堰堤他取水口だとかゲート、上水、トンネルとか、そういうものが入ってございます。
　毎年、水道局については大きな５％程度の減額になっていくのは、償却資産が減っていくということでございます。一番大きなものでダムの堰堤、これの償却年数が80年ということでございます。毎年190万円から減っていくということでございます。それが一番大きなものでございます。

　ただ、今現在、ダムの護岸工事をやっております。これが完成しますと、それも償却資産の中に入ってきますので、一概にずっと減っていくということは言えないことでございます。
　あと、交通局については発電所、第１発電所から第３発電所が該当しております。白丸のミニ発電所も該当になっております。それは償却資産が一番大きなものですから、徐々に減っていく。
　それから総務局分なんですが、総務局分については産業労働局、魚養殖センター、海沢と古里付の室内にある宿舎、職員用住宅が対象となっております。住宅と敷地。
　教育庁の所管は、この上の氷川の住宅が対象となっております。
　以上です。
○委員長（小林　　勤君）　福祉保健課長。
○福祉保健課長（大野　　尚君）　師岡委員から子ども手当に関するご質問をいただきました。
　国の負担分については、子ども手当負担金が１億1,519万9,000円が18ページということでございます。都の負担分につきましては、22ページの上段の2,130万9,000円。歳出の関係ですけれども、86ページに子ども手当分ということでトータルでは１億5,782万円ということでございます。

　町の負担分につきましては、負担割合があるわけですけれども、東京都と同じ2,130万円前後になるかな、と思います。まだ確定ではございませんので、今の段階ではそういう持ち出しになるかな、と試算しております。

　以上でございます。
○委員長（小林　　勤君）　企画財政課主幹。
○企画財政課主幹（若菜　伸一君）　私の方から師岡委員の３点目のご質問でございますけれども、雑入の庁舎管理費ということでございます。これにつきましては都営水道一元化の実施に伴うことでございますので、私の方からご回答させていただきます。
　これは４月１日に東京都水道局に委託ということでございますので、水道局の管理団体でございます東京水道サービスという会社でございますけれども、これが今、水道課のあるフロアでございますけれども、地下２階、そのフロアの奥にテレメータがございますので、そちらの管理も含めて、この部分を東京都に貸すということでございまして、それに伴う収入でございます。
　以上でございます。
○委員長（小林　　勤君）　町長。
○町長（河村　文夫君）　先ほどの子ども手当なんですけれども、子ども手当については民主党のマニフェストでは国費で全部支給するということでありましたけれども、小学校６年生までは従来の児童手当を残して、国費で全体のベースでいただくと約4,000億円からの部分を都道府県、市町村に負担させる。その残りを国費で中学３年生までやる、という今回の制度改正であります。

　したがいまして、当初の部分としてはそれぞれの都道府県、あるいは市町村でそこら辺の問題については、当初、言っていたことと違うではないか、といことがありますけれども、２、３日前の国会においては今の枠組みで予算も通ったし、それから法律も通ったようでございますから、私どもとすれば国の予算、あるいは法律が通った段階では、それに従って実行するということでございます。
○委員長（小林　　勤君）　よろしいですか。
○11番（師岡　　智君）はい。

○委員長（小林　　勤君）　ほかに質疑はありますか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○委員長（小林　　勤君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第23号の歳入についての質疑を終結します。

　次に、議案第23号の歳出について質疑を行ないます。

　歳出は一部を除き款ごとに行ないます。
　初めに、款の１議会費、款の２総務費について質疑を行います。
　質疑はありませんか。14番島崎　利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　それでは49ページですが、水道一元化の施設整備負担というのが出ています。これも前に町長から説明があったことがありましたが、口頭だけだったのでよくのみ込みきれなかったんですが、３年間で１億円ずつ、約３億円の負担を支払っていくという報告があったと思います。これについてもう少しわかりやすく、具体的に報告をしていただきたい。

　それから、53ページ、減債基金の積立が6,000万円、これはどのようなことで、前からこういう基金の積立はしておりますが、この6,000万円という数字の根拠というかね、積立をしているんですから何かのときには使うということになろうかと思うんですが。

　以上２点です。
○委員長（小林　　勤君）　企画財政課長。
○企画財政課長（加藤　一美君）　島崎委員のご質問にお答えします。
　まず、都営水道一元化に伴い今年度から３か年で１億円ずつで３億円を水道局に負担をするわけでございますけれども、これは前に町長からもお話がありましたように、都営水道一元化に伴って都の水道施設並に整備をする場合には、当町の場合には55億円が必要になります。この55億円につきましては当町の財政力ではとても負担することができませんので、東京都の方ではこのうちの半分の28億円を水道局が負担をしてくださいます。そして残りの27億円のうち24億円を総務局が負担をしていただきます。そして残り３億円につきましては、３億円を一度に負担するのはちょっと厳しいものですから、１年１億円を負担して３年で３億円ということで、この55億円を補おうとするものでございます。

　それと、減債基金の積立ですけれども、減債基金は起債償還の専用の基金でございますので、毎年、起債の償還に合わせてこの程度積ませていただいているものでございます。
○委員長（小林　　勤君）　よろしいですか。
○14番（島崎　利雄君）　はい。

○委員長（小林　　勤君）　ほかに質疑はありますか。12番前田　悦男委員。

○12番（前田　悦男君）　49ページ、２点についてお伺いしたいと思います。

　ちょっと聞き漏らしたかもしれませんけれども、中ほどに司法書士委託料、金額が500万円ということでかなり高額になっていますので、これの内容について。

　それからその下のところ、小金井・福生町有地舗装工事ということで工事請負費がありますが、これはどのように今、この町有地が活用されているのか。この活用の方策が具体的にあるのかどうか。
　以上２点についてお伺いします。
○委員長（小林　　勤君）　企画財政課長。
○企画財政課長（加藤　一美君）　前田委員のご質問にお答えいたします。
　まず、49ページにあります司法書士の委託料500万円ですけれども、これは99か年の地上権の抹消登記にかかる委託料の500万円でございます。今、99か年の地上権の登記につきましては、古里地域七つで58筆、347名の方が登記をしております。そのほとんどが実は今、現存の代表者の名義ではなくてお父さんやおじいさんの名義です。この場合には、今、代表者と思われている方のご兄弟がすべて相続法で権利を持っておりますので、およそ2,000名の方の同意書と印鑑証明が必要になります。そのために今、代表者でいらっしゃる方がたのご兄弟すべての同意書と印鑑証明を取り付けて一つの名義が抹消できるわけであります。
中には少なくない事例なんですけれども、行方不明の方がいます。ご近所でもわからないという方がいまして、その方は役場の戸籍を調べて、全国のどこの市町村に行かれているか追跡調査をします。恐らく我々の年代以上のお父さんですからもう亡くなっていると思うんですが、この場合にはこの役場で子どもさんが何人いて、どこの都道府県に転出をされているか、一つひとつ追跡をします。そして、すべての方から、行方不明者も含めてすべての方がたから同意書と印鑑証明を取り付けないと抹消届ができません。
本来、抹消届というのは権利者が抹消するべきなんですが、７地域の団体の方がたはもう山からお金がおりてこなくて貯金がないので、この部分は町の方でやってください、ということで合意をしておられますので、幾年かかるかわかりませんけれども、この抹消届に着手をしてまいりたいと、このように考えております。
あと、小金井と福生の町有地につきましては、今のところ何に使うという決定はありませんけれども、現状で舗装がされておりません。そのために夏になりますと周りの人から草が生えて虫がよって困るということなので、22年度予算でこのアスファルトの舗装料をいただいて整備を行うものでございます。

○委員長（小林　　勤君）　よろしいですか。
○12番（前田　悦男君）　はい。

○委員長（小林　　勤君）　ほかに質疑はありませんか。７番小澤　春義委員。
○７番（小澤　春義君）　49ページですが、バス路線の維持対策費ということで、金額的には別にこのくらいはいいんだろうなとは思いますが、バス路線はどうしても、この町は観光が主体でございますのでなくてはならない。また、通勤、通学等にもバス路線は必要だと思いますが、違う観点からちょっとお聞きいたします。

例えば日原の方の家からバス路線まで出てこられない、不便な所、小河内の方にもあるわけで、高齢化が進むにつれまして、そういう人たちは今までは車の免許があれば自分で運転して出てきたり、どこかにおつかい、あるいは病院等に通ってこられると思いますが、高齢化が進むにつれて免許証も返上するというような高齢者が多くなってきた場合、たぶん今でもあると思うんですが、例えば酒井委員の方のお年寄りの方が「釣場あたりまで出てくるのも１日がかりだよ」ということもあろうかと思います。
そんなことで、私はそういう人たちのために、まだまだそういう辺鄙なところにも住んでもらわなければ困ると思いますので、ぜひそういう人たちのためにも、バスも利用してもらわなければ困るんですが、１か月に１度とか２度とか、氷川あたりまでおつかいに出てこられるとか、病院までこられるとか、そういう対策をぜひ考えなければいけないだろうと、こんなふうにも思っているんです。近所の人が乗せてきてもいいと思うんですが、その場合、交通事故とかいろいろ考えなければならないということで、タクシー利用とか１か月に１度、２度くらいは、そういう辺鄙なところに住んでいる人たちの便宜を図るというようなことも考えてもらえないかなと、こんなふうにお願いをするところでございます。よろしくお願いします。
○委員長（小林　　勤君）　企画財政課長。
○企画財政課長（加藤　一美君）　小澤委員からバス路線につきましてご質問をいただきました。
　たしかにおっしゃるとおりでございまして、この予算書にありますバスの4,800万円の補助金につきましては、ご存知のように西東京バスへの赤字の補填ということで補助金を出すわけでございますけれども、もう既にバスの利用も困難な方がたがいらっしゃいますので、今後はそういう方がたにつきましては社協のバス等を活用できないか等、検討してまいりたいと考えます。

○委員長（小林　　勤君）　福祉保健課長。
○福祉保健課長（大野　　尚君）　高齢者の足ということで、関連でお答えさせていただきます。
　歳出の74ページでふれておりますけれども、高齢者外出支援サービス事業ということで、社会福祉協議会へお願いしてもう数年やってございますけれども、これについては主に企画財政課長からもございましたけれども、診療所とか病院に通う足として始めております。内容については、また今後、拡大するのかどうか、これから社会福祉協議会の関係もございますので相談させていただきますけれども、病院への利用状況でございますけれども、登録されている方が192名ということで、奥多摩病院は118名、古里診療所は25名、双葉会診療所へ34名、峰谷診療所へ８名、川辺医院へ７名ということで、内訳についてはそれだけの方がこの広大な小河内方面、日原方面、小丹波方面ということで、今、とりあえず足として運行しております。

　今後とも町としてどうするか、ということもございますけれども、社会福祉協議会でも委託を受けてやっておりますので、理事会等でまたお話をさせていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。
○委員長（小林　　勤君）　町長。
○町長（河村　文夫君）　小澤委員が言われた部分というのは非常に、私どもとして、これからどうしていこうか、という大きなテーマであります。一つには今、お話がありましたけれども、もう数年前からとりあえず病院、あるいは歯医者さん等に通う人については社協に委託をいたしまして登録をしていただく、という事業を始めております。峰谷や奥の方がたについては、奥多摩病院から出張診療しているときには従来は自分で来ていただいたんですけれども、奥多摩病院から車で送迎をしております。
もう一つ、拡大するにあたって検討してきた部分の一つの大きな部分は、今、登録というお話が出ましたけれども、登録をしていただかないと道路運送法に抵触をしてしまいます。そういう大きな問題がありまして、一つにはいろんな部分で利用するということであれば、社会福祉協議会でやっている外出支援事業、これは何も今、病院だけではありませんから、委員がおっしゃるようなことで不便を感じているということであれば登録をして、その運行している小さなワゴン車を利用していただきたい。さらに、それが満杯で、あるいは回数的に少ないということであれば、また町として検討して社協と協議をしながら拡大をしていきたい、ということであります。
したがいまして、まったくやっていないということではなくて、従来からそういう事業には取りかかって、現実にはやっておりますので、そういう認識も持っていただきたいというふうに思っております。
○委員長（小林　　勤君）　７番小澤　春義委員。
○７番（小澤　春義君）　ただいまはどうもありがとうございました。まるでやっていない、ということは私もそんなことじゃなくて、やっているというのはよく承知しております。さらに、病院だけではなくて、たまには不便なところにいる人に、ぜひ買物とか氷川の中心部あたりまで１か月に１回あるいは２回、定期的に、バス路線もあるんですが、毎日のことではありませんので、１か月に１回か２回、そんな便宜が図れないかな、というような提案でございます。どうもありがとうございます。
○委員長（小林　　勤君）　ほかに質疑はありませんか。９番清水　典子委員。
○９番（清水　典子君）　総務課ということではなくて、多分企画財政課の方にお聞きしたいんですけれども、今回、予算の概要の中に平成22年度に事業の見直しを行う事項として、保守点検委託等業務委託内容等の見直しにより削減、町補助金交付規則に基づく各種団体等への補助金の見直しにより削減という金額が大変大きな数字なんですが、そういったところはどの辺を重点的にやられたのか、お聞きしたいんです。

人件費は今までお話を聞いておりますからわかっておりますけれども、ここの保守点検委託とか町補助金とかの見直しによって、9,000万円ほどの１億近い金額を削減を行なう予算を組まれたと思うんですが、その辺の重点的なことをわかる範囲で結構ですので教えていただきたい。

○委員長（小林　　勤君）　企画財政課長。
○企画財政課長（加藤　一美君）　清水委員からのご質問にお答えいたします。
　平成22年度に事業の見直しを行う事項の案としまして、これは毎年、努力をしている部分でございますけれども、庁舎を含めて町にはクリーンセンターとか給食センターとか福祉センターといろんな施設がございます。これらを維持管理する経費がかなりございまして、また、一つにはクリーンセンターにはいろんな機械とか機器類、設備類がございまして、これに係わる委託料等がございます。こういったものを業者さんと協議をしながら削減に努めていきたいということでございます。含めて、また関係団体等の補助金等も検討しながら削減してまいりたいという内容でございます。
○委員長（小林　　勤君）　よろしいですか。
○９番（清水　典子君）　はい。
○委員長（小林　　勤君）　８番鈴木　賢一委員。
○８番（鈴木　賢一君）　今、小澤委員が聞いたバスの問題なんですが、以前にもちょっとお話したんですけれども、奥多摩病院からの問題ですね。あれが11時から１時近くまでバスがない。今、弟なども配達に行った時に帰りに、あの辺で待っている人たちを乗せて帰ってくるというようなこともございます。前にお話したんですけれども、ダイヤなどの改正、ないしは町のバス、車は使えないという話なので、その辺のところでダイヤ改正とか何とか、ここでもってダイヤ改正がありましたね。その辺の進捗状況をちょっとお聞きしたいんですが、いかがでしょう。

○委員長（小林　　勤君）　　企画財政課長。
○企画財政課長（加藤　一美君）　鈴木委員のご質問にお答えいたします。
　今、町内には12路線、１日44本が運行されておりまして、不定期ではございますけれども、ダイヤ改正を含めて西東京バスとは定期的に検討会議を行っております。その中でできるだけ時間を短縮したり、バスからバスへのつなぎを考えながら、住民皆さんが、特にＰＴＡからの要望もあるんですけれども、なるべく要望のダイヤ改正には応えていこう、という姿勢で検討しております。

　しかしながら、バスの台数と運転手さんの人数の関係もございますので、また、住民皆さんからダイヤ改正の要望等がありましたら、その都度、できる限り答えてまいりたいと考えますのでご理解いただきたいと思います。
○委員長（小林　　勤君）　よろしいですか。
○８番（鈴木　賢一君）　はい。
○委員長（小林　　勤君）　11番師岡　　智委員。

○11番（師岡　　智君）　これは要望として聞いていただきたいと思いますが、52ページにコミュニティ施設ということで、今回、寸庭の集会所が整備されるということがございます。非常にいいことだと思います。その下には身近なまちづくり事業であるとか、氷川のコミュニティセンター云々も今年、南氷川のものが寄付されて改修されたということでございますが、非常に年々高齢化して、お年寄りも足が弱くなっています。奥多摩のように上がり下がり、広い部落ではなかなか部落で１か所に老人会の会合で集まれというのは大変なんですね。

ですから、小さくてもいいですから、お年寄りがちょっと寄ってお茶を飲めるところであるとか、そういう集会所的なものを今後、町として計画していただいて、点在しているような所には、なかなか１か所に集れないところには、その地域の皆さんがちょっと夜なべに寄り合いなどをするとか、そういうことに使えるような集会所的なものを、人の例を出してはいけないですが、清水委員のところの坂下なんて川向こうで大変なんだろうと思うんですよ。どこでもそういうところがあります、奥多摩には。そういうところですので、私は大きなものをとは考えておりません。そういうことの中で、この予算で云々じゃございませんけれども、ぜひ今後、町がそういう方向で年々高齢化していく皆さん、足腰が弱っていく皆さんが、どこか１か所でも寄って少しでもお茶飲みができるとか、そういうような場所をぜひ考えてやってほしい。
これは本当に私からの今回の予算に関連しての一つのお願いでございまして、たまたまここに寸庭という川向こうにあれだけの部落がありながら今回集会所が整備される。本当に私はいいことだなと思っております。平らで歩いていけるところならいいんですけれども、上がり下がりがありますので、なかなかお年寄りで運転できなければ行きたくても行けない。老人会の集会等は無線放送等では呼びかけておりますけれども、足がなければ出られないという方が結構いるんです。そういうことを含めまして、ぜひ今後、地域を見渡していただいて、そう大きなものでなくてもいいと思いますが、この地域振興、島しょ振興という東京都の地域に密着した事業があるようでございますので、そういった中でぜひご検討いただきたいという、これは強い要望でございます。何かご意見がございましたらお聞きしたいと思います。
○委員長（小林　　勤君）　副町長。
○副町長（村木　義雄君）　それでは師岡委員の集会所の建設について、ということで答弁をさせていただきたいと思います。
　委員からは要望ということで、各地域に１か所ではなくて、ということでご要望がありました。現在、地域の集会所につきましては、基本的には各自治会に１か所ということで建設しているところでございます。しかしながら、地域によっては非常に多く歩かなくてはいけないところとか、あるいは人が集中して集会所がないとかいうようなところがありますので、今後、それらを含めて検討させていただきたいというふうに思っていますが、それには地域のご理解、あるいは近隣の管理していただく方のご協力も得られなければいけないものですから、それらも含めて今後、検討させていただきたいと思います。よろしくお願いします。
○11番（師岡　　智君）　お願いします。

○委員長（小林　　勤君）　ほかに質疑ありますか。14番島崎　利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　それでは、95ページですが、遠隔予防相談というのがあります。

○委員長（小林　　勤君）　島崎委員、今、議会費、総務費で質疑を行っていますので。
○14番（島崎　利雄君）　すいません。

○委員長（小林　　勤君）　質疑はありますか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○委員長（小林　　勤君）　質疑なしと認めます。
　以上で款の１議会費、款の２総務費の質疑を終結します。
　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○委員長（小林　　勤君）ご異議なしと認めます。よって、午後２時５分から再開といたします。
午後１時49分　休憩

午後２時５分　再開
○委員長（小林　　勤君）　休憩前に引き続き会議を開きます。
　次に、款の３民生費、款の４衛生費について質疑を行います。
　質疑ありますか。14番島崎　利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　先ほどは失礼いたしました。一つは、遠隔予防相談のことであります。事業費が484万円という数字が載せられておりますが、テレビカメラというんですかね、小型ですが。地域で何か所くらい、集会所的なところを対象に、という話もありますが、取り付けてお医者さん等、いろいろなスタッフが対応する。１週間に１回というような説明もあったように思いますが、この辺がどのように活用されるのか、週に１回ということでありますが、この辺も含めて教えていただきたい。

　次に、民生費の方で、先ほど議論がありましたが児童手当ということであります。我々もこれには国会で賛成をした立場です。しかし、問題はこの人たちの中で14歳以下の児童生徒の方が扶養でいられる場合、扶養家族で38万円、申告のときに扶養家族として控除されるのが、今度はそれがなくなるという制度になっているようであります。そういうところに問題があるというふうに私は思いますが、町の方ではどのように受け止められているか。

　それから、既に高校生の授業料も無料というようなことも、当面は公立高校ということでもあるようですが、この点でもやはり問題があるということも指摘をしておきたいと思います。
わかる範囲で結構ですので、その辺が奥多摩町の中でどのような状況か、まだ参議院で通っておりませんので、最終決定ではないというふうに思いますけれども、もうこれ以上の修正はないというふうに思われますのでお尋ねをしたい。
　以上。
○委員長（小林　　勤君）　福祉保健課長。
○福祉保健課長（大野　　尚君）　島崎委員のご質問にお答えします。
　歳出の95ページ、遠隔予防医療相談事業484万3,000円ということで、平成20年から慶應義塾大学と共同事業ということでスタートして、地域コミュニティ型予防医療事業ということで始めてきたわけですけれども、その後、地域情報通信技術利活用推進交付金というものを総務大臣に申請して21年度で決定したということで、現在９か所にテレビ電話、ＩＣＴを利用して通信回線等を今、設置し終わったところでございます。

　21年度中、今年度なんですけれども、コミュニティ型予防医療事業ということで七つの自治会で既にやっておりまして、72名の方が参加して慶應義塾大学で今、その効果を検証しているということで、私どもにはまだその内容については入ってきておりません。

　今後につきましては、22年度につきましては、従来やっている対象者、高齢者だけではなくて30歳代の方を対象にして、町保健師とか栄養士、健康相談等につなげて住民の健康管理につなげていきたいと考えております。

そのようなことで、中身の委託料で遠隔予防医療相談事業委託料ということで240万円というのがございますけれども、これは月額20万円の12か月分をみているわけですけれども、これにつきましては慶應義塾大学と今やっている、その下にフィリアという会社があるんですけれども、そこの健康相談員等の対象者と相談をするコンシェルジュというんですか、ケアコンシェルジュという方がいるわけですけれども、そういう方たちとの部分でご相談に乗っていくというような、引き続きお願いしたいと考えております。

それから、子ども手当の関係でございますけれども、島崎委員が言われた14歳以下の関係ということですけれども、私どもにはまだ、ここにＱアンドＡというのがあるんですけれども、私の持っている資料が古いんだか何だかわかりませんけれども、その点についてはまだふれていないということで、今後、情報が入ってくる中で対応してまいりたいと思っておりますのでご理解いただければと思います。よろしくお願いいたします。

○委員長（小林　　勤君）　よろしいですか。
○14番（島崎　利雄君）　はい。

○委員長（小林　　勤君）　ほかに質疑はありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○委員長（小林　　勤君）　ないようでございますので、質疑なしと認めます。
　以上で款の３民生費、款の４衛生費の質疑を終結します。
　次に、款の６農林水産業費、款の７商工費、款の８土木費についての質疑を行います。
　質疑ありますか。３番原島　伸行委員。
○３番（原島　伸行君）　119ページ、農林水産業費の中の林道治山費、その中の都補助林道開設事業費、棚沢・西川林道測量設計委託から工事請負で計上されていますが、３か年で1,500ｍ伸びるようでございますけれども、その中でまた特に西川から上がっていきますと、布滝の見えるところ、それからその辺のところは大変平らな部分がありまして、旧峰集落の貴重な場所なので、その辺の活用。以前に青年の家の開発も計画されたような経緯があると聞いておりますけれども、その辺の林道の延長の計画、また、どのような活用を考えられているか。

　また、関連して入川林道が中途で止まっておりますけれども、その辺の今後の計画はあるのか。また、西川林道が入川とも接しておりますので、その結合はどのように考えられているか。

　以上でございます。
○委員長（小林　　勤君）　地域整備課長。
○地域整備課長（宮田　昭治君）　ただいまの原島委員のご質問にお答えいたしします。
　西川林道につきましては予算の説明の中でもご説明を申し上げましたけれども、峰の西川林道の終点が大根の山の神というところまで今現在、林道がいっております。そこを起点としまして1,500ｍ延長したいということで、峰の集落を通過しまして布滝が見えるあたりまで林道として延長したい、ということで一応考えております。

林道の目的が、林道をつくることによって林産物の搬出等が容易になる。要するに森林の伐採したものの搬出が容易になるということ、それから森林の整備、それから林業の経営の確立ができるということ、それから先ほど委員がおっしゃいました地域の産業の振興を図るというのがございます。担当としましては林道の目的が地域の産業の振興というところまではいかないんですけれども、目的としては森林の整備だとか林業に関するものの目的が達成されるための林道をつくるということで計画しております。地域の産業につきましては、できあがった後のそれぞれの所管のところでいろいろ計画が今後できていくんじゃないか、というふうには考えております。
それから、入川の林道の接続ということでございます。入川の林道につきましては、今、所管が東京都の林業事務所の方で所管しておりまして、今回、西川線の林道の延長については当町の建設担当でやるということでございます。将来的には入川の延長というのは今のところ考えがないということであると思います。現在、西川林道が延長されますと入川の奥の林産物の搬出に際しては、1,500ｍ延長すればほとんど林産物の搬出に対しては全部網羅されるというふうなことで考えておりますので、恐らく入川の延長ということはもう必要なくなるというふうな考え方で我々はみております。そんな状況でございます。
以上でございます。
○委員長（小林　　勤君）　よろしいですか。
○３番（原島　伸行君）　はい。
○委員長（小林　　勤君）　ほかにありますか。14番島崎　利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　108ページの簡易給水施設の調査をするという趣旨のことが言われていたと思うんですが、たしかに境にもございますが、そういう地域をどのように今後、管理等を検討していくのか。基礎調査というようなことになっておりますが。

　それから119ページ、これは森林セラピーとの関係の中だと思うんですが、旅行業者負担金ということで、これは専門の観光の資格を持った方を採用するというお話もありますが、この件で今後そういうことは計画されているのかどうか。この方がもう決まっておられるのかどうか、４月１日からということになろうかと思うんですが、その辺の専門的な人が入ってくることはいいことだというふうに思うんですが、どのような計画で進められるのかなと。

　もう一つ、これは森林セラピーとの関係ですが、要望的なことですが、もう少し住民に意見を聞く、また、住民の力も借りる。何かそういう点での施策も今後、ただお客が来たから案内をして云々、旅館・民宿等に泊まるということもあるでしょうが、そういう地域の協力的なことも必要かなと。
　それから、もう１点はやはりこれは関係することですが、森林セラピーの中心的な基地が登計の総合グラウンドの上になるんだと思うんですが、出生記念のお話がされました。これはたしかミツバツツジを植えるというお話でしたが、この点でやはり年間２回くらいの下刈をしなければ、私も見させていただいたことがあるんですが、もう草がぼうぼうになっている。本来、見るべき場所じゃないというような感じも受けましたし、地元の住民からも私もご意見をいただきました。ぜひこれらも早急に、今の時点ではないでしょうが、年に２回、最低２回以上やらなければ本当に周りがよくならない、公園的な記念するところでしょうから、そういうことです。
○委員長（小林　　勤君）　水道課長。
○水道課長（加藤　桂三君）　ただいまの簡易給水施設の今後について、というご質問にお答えしたいと思います。
　４月からの一元化の対象外となる給水区域外に、当時の農林水産省の方から補助を受けて設置しました施設で、奥地区、峰地区、農指地区、安寺沢地区、栃寄地区の５施設を平成15年度から水道課の所管事項で運営しております。

　なお、維持管理については現在、栃寄を除く４施設が組合管理で今、管理をしている状況でございます。
　今回、この施設について、簡易給水施設にかかる基礎調査委託料として都営水道一元化の対象外でありますこの５地区の５施設について、都営水道への移管にかかる基礎調査委託料を計上している状況でございます。内容的にはこの施設の現状調査、また、将来的な計画調査、現在の上水道との関連性、また、計画の作成等を見込むものでございます。
　以上でございます。
○委員長（小林　　勤君）　観光産業課長。
○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、島崎委員の旅行業等の関係にお答えいたします。

この旅行業者の関係につきましては、旅行業等取扱に関する資格が必要ということで、町長が施政方針で議会開会冒頭にお話していたと思いますが、そういう資格が必要であるということになっております。特に森林セラピー事業を行うにあたっては旅行業の場合には１種から３種という資格があって、１種は全国的なもの、２種は都道府県単位的なもの、３種は資格者がいる市町村の隣接地までというような形もあるみたいでございますが、うちの場合には３種の資格を有していれば、森林セラピー事業を進めるにあたっては特に問題はないのかなと考えております。
　現在、昨年４月から採用している契約職員が昨年の秋にこの資格３種を取得しております。その資格取得を行なったわけなんですけれども、旅行業の届出を行なうにあたっては第３種の場合でも供託金が必要ということで、この供託金については第３種の場合には300万円必要ということでございます。それと同時に、供託金と同程度の資産を有していなければならないということですので、同じ300万円をここの600万円の中に入れているということで、300万円、300万円で合計600万円という形で今回、計上させていただいております。いずれにしましても資格取得者はおりますので、この旅行業等の資格申請を行うにあたって必要な金額ということで計上させていただきました。
　それと、住民の方の意見、また、ご協力という部分なんですけれども、この森林セラピー事業につきましては国の方で認定された場所でしか事業が行えないということで、昨年、お話させていただいたと思いますが、森林セラピーを進めるにあたりまして宿泊場所としては癒宿、民宿・旅館ですね、癒宿ということである程度の施設、また、サービス面を含めて審査させていただきまして現在７軒、町内に認定した施設があると。それと、ガイドさん、案内をする方ですが、これについても講習会、また、試験を行ないまして、森林セラピーアシスターという名前ですが、資格を町として取っていただいております。こういう資格をもった方でないとお客さんをご案内できないという形でございますので、住民の方のご協力等、大変ありがたいんですが、やはり一つの事業を進めるにあたっては、やはり一つのルールの中で進めてまいりたいと思いますので、ご理解をお願いしたいと思います。
　ただ、住民の方に周知という部分では、保健福祉課の方と保健推進員さん等が昨年もセラピーの対象にされておりますので、そういう方から住民の方に広めていただければ、と考えております。これがセラピーの一つの目的であります、住民の健康増進にも今後つながっていくのかな、と考えております。
　それと、出生樹という部分でご質問がありましたけれども、登計トレイルはご存知のように登計のグラウンドのバックネット裏から、今年度で工事が終わりますけれども、登計の水道タンクの下までという部分でございます。委員がご質問の部分についてはバックネット裏の部分だと思いますけれども、これについては現在、セラピーロードということで道の脇、１ｍくらいの部分は毎年、何回か草刈りを行なっております。恐らく委員さんは全面的に下刈りを、というお考えだと思いますけれども、これはセラピーの専門の先生にお聞ききしますと、逆にきれいにし過ぎるとセラピーの効果がなくなってしまう、というようなことも言われていますので、そこが町の住民の方とセラピー専門の先生の考えのギャップという部分があると思いますけれども、あまりきれいにし過ぎるとセラピーの効果がないという部分でございますので、それを解してロードの両脇を現在は下刈りを行なっているということでご理解をいただきたいと思います。
　以上でございます。
○委員長（小林　　勤君）　住民課長。
○住民課長（浜野　武雄君）　出生記念植樹のことについてお話が出ましたので、私の方から出生記念樹木のことについてお話させていただきたいと思います。
　20年度から植樹事業ではなくて配布事業に切り替えさせていただきました。観光産業課長が答弁させていただいたようなことで配布ということに切り替えております。

　以上です。
○委員長（小林　　勤君）　よろしいですか。
○14番（島崎　利雄君）　はい。

○委員長（小林　　勤君）　ほかにございますか。５番増田ひさ子委員。
○５番（増田ひさ子君）　136ページ、空家活用業務委託料のところで、以前、二百何十軒という空家があるというふうに伺っておりますが、現時点で活用できそうな空家というのが、もしわかりましたら教えてください。それと、どのような活用方法か。よろしくお願いします。

○委員長（小林　　勤君）　地域整備課長。
○地域整備課長（宮田　昭治君）　ただいまの増田委員のご質問にお答えします。
　空家の活用につきましては、この４月から町のホームページに空家の情報を載せる準備をただいま進めている状況でございます。売買とか賃貸の情報を４月の上旬から募集をしまして、それで希望者の方に順次ホームページに載せていきたいということでおりますけれども、その希望者の調査等を委託で伺うということでの委託料を計上しております。
　町内には240か所くらいの空家があるんですけれども、そのうちの約10％の家が売買とか、あるいは賃貸をしてもよろしい、というふうな意見がございまして、その10％の方にこの４月に正式な形で賃貸なのか、あるいは売買を希望されるのか、その希望の内容によってそれをホームページに載せまして、それを全国へ発信しよう、というようなことで考えております。大体、今現在10件前後の該当者がいるんですけれども、そのうちの何件、ホームページに載せていただきたいというケースがあるかどうかというのは、まだこれから４月に入りましたら早々にその辺の動きをしたいと思っておりますので、もうしばらくお待ち願いたいというふうに考えておりますのでよろしくお願いいたします。
○委員長（小林　　勤君）　よろしいですか。
○５番（増田ひさ子君）　はい。
○委員長（小林　　勤君）　ほかにございますか。７番小澤　春義委員。
○７番（小澤　春義君）　110ページになるんですが、ワサビ田モノレール設置事業補助金ということで850万円ぐらいついておりますが、これは説明があったのかもしれません。どこにどのくらいのものができるのかを教えていただきたいと思います。

　また、ワサビについては奥多摩を代表する特産物でもありますし、東京都でも東京でただ奥多摩だけが産地かなというような感じで、ぜひこの事業は続けていかなくてはいけないというようなことから、ぜひこのモノレール、だんだん高齢化しまして、なかなか背負ったり担いだりというようなことでは、つくり手もいなくなるだろうと、なるべく軌道が使えるところは使って、いつまでもワサビ栽培ができるように、というようなことでぜひこういう事業は進めていただきたいと、こういうふうに思います。
　また、もう１点、先ほど島崎委員から記念樹の植樹事業ということで登計のセラピーロードの横の方と、あとグラウンドの公園側、西側の方に記念樹として植えたものが非常にこれから花盛りになるところで、かなり育ちましていい木になっていまして、ミツバツツジがこれから見ごろになると思うんです。記念樹の配布事業ということで配布しているようでございますが、ぜひまた考え直していただいて、登計のセラピーロードのまわりに記念の樹、ミツバツツジとか花の咲くものを植えれば、また花の咲く頃になると植えた人たちも見に来る、喜ぶということで、幾年か前に植えたものは名札もまだちゃんとついています。子どもたちが行って見ると喜んだり、「俺の樹だ」なんて言ってる。その花を目安に遊びに来る人たちもいると思います。また、非常にきれいに咲きますので、ぜひ配布じゃなくてセラピーロードのまわりに植えられるなら植樹祭でもやってもらいたいなと、こんなお願いでございます。
○委員長（小林　　勤君）　観光産業課長。
○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは小澤委員の１点目のモノレール補助の場所についてお答えさせていただきます。
　この事業につきましては、ワサビ組合主体の事業という形でございますので、実際の場所の決定についてはワサビ組合で決定させていただくということでございます。現時点でも当然この予算要求しているわけですので、どこにつけるということはある程度は決まっておりますが、正式には今月、組合との話し合いの中で場所については決定させていただきたいと思いますので、決まりましたときに報告させていただきたいと思います。
　以上です。
○委員長（小林　　勤君）　６番竹内　和男委員。
○６番（竹内　和男君）　立場が違うかもしれませんけれども、今、観光産業課長がお話したとおりなんですが、このモノレールは川乗の逆川谷へ予定しております。これは19年の台風でやられたところですけれども、若い人が一生懸命やっている場所で、そういう場所を22年度、お願いすることになっております。

○委員長（小林　　勤君）　住民課長。
○住民課長（浜野　武雄君）　小澤委員からのミツバツツジを再度、配布ではなくて植樹に、ということでございます。調整させていただきたいと思います。今、名札とかグラウンドの隅にありますのは私どもも十分承知しております。グラウンドのまわりには肥料をやったりしないと枯れそうなものも見受けられるので、がっかりされるというようなこともあるので、調査しまして検討したいと思います。よろしくお願いします。
○委員長（小林　　勤君）　14番島崎　利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　2点にわたって質問します。

　鳩の巣荘の調査委託がありますが、もう前から大分老朽化してきている、お客さんにもあまりあの施設では人気がない、というご批判も出ているようです。そういうことを含めてどのような委託調査をされるのか。もちろんどこか業者に頼むんでしょうが、その前に町できちっと方向なり方針なりを持たなければいけないし、当然、ここの経営は総合開発が経営しているわけですから、これとの調整もあろうかというふうに思います。そういう点でどのような計画があるのか、ということであります。
　次に、136ページで日向住宅のデジタル化ということが載せられています。金額の問題ではないんですが、日向の町営住宅にデジタルを入れると、来年の７月までに各家庭に入れなければいけないということになっているようですが、これはどういうことなのか。町営住宅には今後、全部入れていくのかね。何のためにやるのか。

　それから以前、前田委員の方からもご質問があったようですが、全町的にこれは今、心配したり、いつつくのよ、変えられるのよ、というような声も上がっています。それと同時に町の回答では、それぞれの地域に組合があるんだから、町は関与しないような趣旨のお話もあったというように思っております。しかし、全住民はテレビは今、必要な時代ですので、やはりどこまでやるかはいろいろあるでしょうが、町としてもきちっと受け止める、そして一定の情報はどんどん流すと。
　例えば、氷川地域に大きなアンテナを立てるというような報道もあります。今度はそれ以外の見えない地域をどうするかという、その試験をいろいろな所でやられているというような声を聞くんですが、ＮＨＫの下請けか何かが来てやっているんでしょうが、まだこちらの方までは風が吹いていないみたいな感じなので、この辺の計画なり推移はどのようになされているのか。町の方もこの辺は情報をきちっとつかんで、全町的な問題ですからぜひ取り組んでいただきたいということを重ねてお願いしておきたいというふうに思いますが、ご回答をいただきたいと思います。
○委員長（小林　　勤君）　観光産業課長。
○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは島崎委員のご質問の１点目、鳩の巣荘利用計画内容調査についてですが、これにつきましては委員ご承知のとおり鳩の巣荘はもう相当施設も老朽化しておりますし、現在、指定管理で行なっております総合開発からも毎年のように細かな部分で、また、今後大きな施設の改修等の要望が出されております。
細かな要望については、当然これは営業していく上で必要な部分ですので直していかなければならないわけですけれども、老朽化が進んでおりますのでそこも含めて、また、現在、宿泊される方のニーズ等も当然、考えていかなければいけないということもあります。そのニーズ等によって、どのような施設を建てたらいいのか、というような基本的なこともございますので、その点を含めて今回、委託をかけて、将来的な利用形態、立て替える場合にどの場所が適しているのか等も含めて調査を行っていきたいということで計上させていただいております。
以上でございます。
○委員長（小林　　勤君）地域整備課長。
○地域整備課長（宮田　昭治君）　続きまして、公営日向住宅のテレビ共聴の関係で、地上波デジタルの放送対応設備の改修工事ということで計上されておりますけれども、現在、日向の住宅につきましてはアナログで白丸のテレビ組合の方からデータをいただいて、受信をしたものをいただいている状況なんですけれども、それで日向の場所が、ご存知かと思いますけれども、アンテナの位置からしますと受信ができない地域ということで、そのような状況になっているかと思います。というのは、ちょうど真上に山にアンテナが立つという計画が今ありますので、そちらにアンテナを向けてもアンテナ自体の受信ができないような状況ということで、これにつきましては白丸のテレビ組合の方からデータをいただくような形になろうかと思います。そういうこともまだ検討の段階ではいるんですけれども、いずれにしろデジタルの放送が受信できないということでございますので、それをカバーするために日向の住宅の対応をしていきたいと考えております。
　また、海沢の若者住宅につきましては、ちょうどあそこからアンテナが見える位置が受信ができるということで、そちらについては今現在、工事を実施しておりますけれども、そちらで対応できるような形で今やっておりますので、日向についてはそういうことで検討中でございます。
　以上でございます。
○委員長（小林　　勤君）　企画財政課長。
○企画財政課長（加藤　一美君）　島崎委員からの地上デジタルの質問がございましたのでお答えをさせていただきます。
　前にもお話をさせていただきましたけれども、この10月までに氷川の日向の山林上部にデジタル化の氷川局という新設のアンテナが立ちます。この建設を待って総務省並びにＮＨＫにつきましては、各地域に資料等をもってデジタルテレビの普及並びに内容の説明に伺いたいということで待っております。そして、役場にとってもこれは一部地域で住民の皆さんがデジタルテレビを見れないという状況をつくっては困りますので、そこら辺につきましてはＮＨＫに電波の調査をお願いしたりして、個々にはＮＨＫは動いておりまして、「奥多摩町で１軒たりともデジタルテレビが見れない状況はつくらない」というふうに約束もしております。
　また、各地域の共同アンテナにつきましては、町の方でもいわゆる積立金をある程度、教えていただいて、それぞれの組合さんの対応のできる費用の範囲内にありますので、ぜひ組合さんでこれらの建設につきましてはお願いしたいということで、以前からお願いしております。
　それと、いずれにしましてもこの氷川局が建設できませんと、どこの奥多摩の地域がいわゆる共同アンテナがなくても個人のアンテナで映るのか、また、共同アンテナでないと映らないのかというのは、氷川局が建って電波調査をしてみないと如何ともしがたい、というふうに総務省もＮＨＫも言っておりますので、まずもってこの氷川局のアンテナを待って、国の方もＮＨＫの方も動いてまいりますので、ご理解をいただきたいと存じます。
○委員長（小林　　勤君）　よろしいですか。
○14番（島崎　利雄君）　はい。

○委員長（小林　　勤君）　ほかに。９番清水　典子委員。
○９番（清水　典子君）　128ページの観光施設整備事業費の中にもえぎの湯木質バイオマスボイラー導入設計委託料と導入設計監理業務委託料、その下に木質バイオマスボイラー利活用可能性調査委託料というのがあって説明も聞いたんですけれども、委託料が三つ入っている中で、まず利活用可能性調査委託料というのをやってからその後をやっていくのか、今後を含めてどれだけのメリットがあってこれを行なうのか、そこら辺を教えてください。

○委員長（小林　　勤君）　観光産業課長。
○観光産業課長（加藤　博士君）　清水委員のご質問にお答えします。
　まず、もえぎの湯木質バイオマスボイラー導入設計委託料でございますが、これにつきましては設置するボイラーでございますが、現在、日本で稼働しているのは外国製が多いというふうなことも聞いております。当然、国産のボイラーもあるわけなんですけれども、もえぎの湯のカロリー、現在は化石燃料を使っておりますが、それと同程度のカロリーを確保するためにはどれくらいのボイラーを入れたらいいか、というところから始めないといけないわけですけれども、それについては21年度で基本調査を行っていますので、それを待って設置に向けて進めたいと思います。
この委託料でございますが、設置するボイラーの会社に実施設計をお願いするという委託でございます。実際にコンサルに委託を出してもボイラー会社によって随分仕様等が違うということで、なかなか設計が難しいと聞いておりますので、その点を含めて導入したいという会社に設計をお願いするということでございます。
それと、この監理業務委託なんですが、こについてはその実施設計が実際に間違いないのかどうか、当然これは監理をしなければいけませんので、それについては積算根拠等、これで間違いないのかどうか、ということを別会社に、実施設計とは違う会社に出すという委託料でございます。
それと木質バイオマスボイラー利活用可能性調査については導入後の問題になりまして、そのボイラーを導入した場合に、現在、考えているのは木質チップでございますけれども、そのチップの供給方法等を、当然、安定的に供給しなければいけないという部分もありますので、それも含めて町内の木材に関係する業者の方等を含めて、その利用についての可能性の調査も一緒にやっていこうということでございます。この利用可能性調査については当然、ボイラー設置からずっとボイラーを動かさないといけないわけですので、これは相当数、現在は14名程度の委員さんを考えているんですけれども、その委員さんのもとにそういうチップとなる木材確保から含めて検討していきたいということでございます。
以上でございます。
○委員長（小林　　勤君）　よろしいですか。９番清水　典子委員。
○９番（清水　典子君）　今の話を聞くと、ボイラーの費用はまだ入っていないということですね、おそらく。そうすると、結構このバイオマスボイラーというのはどれほどのお金がかかってくるものなのか、ちょっと想像がつかないですね。今の段階でこんなに、実際これが全部2, 040万円ではなくて1,541万円がこちらに載っているんですけれども、そんなにかけて、ボイラーがどのくらいで、またそれに対して燃料費、チップをこれからということで結構これは割高になるわけですから、実際にはこのボイラーを去年の調査から始めたら、もえぎの湯につけるボイラーとしては全体で幾らくらいの費用になるのか。それだけ必要なのかどうか、ちょっと感じるんですけれども、結構お金がかかるものだな、ということです。ボイラーの分はまだこれには入っていないんでしょう、実際には。そこをお聞きしたい。
○委員長（小林　　勤君）　観光産業課長。
○観光産業課長（加藤　博士君）　清水委員のご指摘のとおり、この金額についてはボイラーは入っておりません。まだ入れるボイラーが決まっていないということでございますので、ボイラーの費用、また、設置する場合にはボイラーをむき出しで置くわけにもいきませんし、同然、湯船の配管等との接続等いろいろとございます。それと、チップを溜めるタンクの設置もございます。それらも含めますと、概算でしかお答えできないんですけれども、恐らくボイラーを設置するために１億円近いお金がかかるんじゃないかと考えております。

　ただ、21年度、補正予算の部分でもお答えさせていただきましたけれども、現在、行なっている基礎調査、また、22年度の委託料、これについては東京都環境局の10分の10の補助ということでございますので町からの負担はないということでございます。

　それと、実際に設置する場合の形なんですけれども、仮に１億円とした場合に、国の補助、また、国の外郭団体、特に経済産業省とか林野庁の関係で補助金がありますけれども、そういう部分を活用して残った部分は東京都としても100％近くみます、というようなことをお答えいただいておりますので、ただしこれは３年間という期限がございますので、21年から見て21・22・23年までの環境局の補助でございますので、この中で設置した方が有利かな、という考えでございます。

　それと、もう一つには、森林の町ということでございますので、もえぎの湯、温泉館については化石燃料を使っていなくて地球環境にやさしい燃料を使っていますよ、というようなことでアピールしていくことも必要なのかなと。そういう環境的なよい印象を与えることによって、また、森林セラピーという事業もございますので、奥多摩町のイメージが上がれば、実際に経費がかかるかわかりません、たしかに化石燃料よりはかかると思いますけれども、それを加味すると町としては十分、コストだけではなくてイメージが上がるかな、という部分でできれば導入したいと考えております。
　以上です。
○委員長（小林　　勤君）　９番清水　典子委員。
○９番（清水　典子君）　今、ＣＯ2の削減、経済的ないろんな面での取り入れての事業ということなんですね、これは。そういう意味では10分の10分と言われたらやってみるのもよしかな、というふうに思うし、まあ、これだけのお金をかけたらちょっとかけ過ぎじゃないか、ともちょっと思うんですけれども、今、ＣＯ2の削減ということで奥多摩では間伐材もあるからそれを、とにかくチップをつくる工場でも早くつくって、どんどん町の中にバイオマスを利用できるようなものが奥多摩町に全戸使えるような形で進めていけたら、それは理想だと思いますけれども、これ一つ考えてみても莫大な費用で、ちょっとかけ過ぎで効率が本当にそれだけできるものかな、とちょっと思いましたけれども、今、流行の最先端のＣＯ2の削減ということで、しっかりいいものをつくっていってください。

○委員長（小林　　勤君）　ほかに。鈴木　賢一委員。
○８番（鈴木　賢一君）　123ページの花の里づくり事業なんですが、花の里づくりということで358万円の予算を組んでいますけれども、何か結果が見えないようなんですね。これだけの予算を使っているんだったら、何か奥多摩町で拠点的、重点的にある場所を開発というかつくってお客を集客できないかなと思うんですが、どうでしょうね。

　例えば、吉野などももう何十年もやっているので梅郷地区、この時期になるとほとんど吉野でお客がとまって奥多摩には来ない。先日なども車が渋滞したということでお客が大分来ているわけですよね。埼玉でも宝登山のロウバイ、ああいうところにはいいお客さんがどんどん来るんですね。
「奥多摩の場合はどこを見たらいいのか」とお客さんによく言われるんですよ。「川と山だ」というような話で、「それだけですか」と言うんですね。何か観光に来たときに付加価値を一つ付けると、大分お客さんのイメージも変わってくると思うんですけれども。

例えばちょっと場所はまだ狭いんですけれども、蝉沢の上に町有地もあります。ああいうようなところを何かお客を呼べるようなものをつくりながら、たしかにあそこはスポーツという形でつくったという経緯もあると聞いたんですけれども、用途を少し変えるということもできるんではないかな、と思うんですね。ああいうようなところに、蝉沢のところから見た土手から始まって、ずっと平らなところまで結構広く使えるんではないかと。そこだけではないんですけれども。
先日も小林議員が話をしたけれども、峰集落あたりのところにもそういうものをつくらないか、という話をしたんですけれども、何か拠点的なものをつくってお客を集客するというようなことも一つの方法ではないかと思うんですが、いかがでございましょうか。
○委員長（小林　　勤君）　観光産業課長。
○観光産業課長（加藤　博士君）　鈴木委員のご質問にお答えします。
　花の里事業でございますが、この事業はもともと生活道や遊歩道の沿道等に花木を植栽して、町民の郷土愛の醸成と来遊者の心のやすらぎを与えるということで出発しております。こういう目的がございますので、それとこの花の里づくり事業を進められる団体としては自治会、もしくは自治会等が認めた団体という制約がございます。それともう一つは日照確保事業で針葉樹を伐採した部分に花の咲く木を植樹していただきまして、町内どこに行っても花が見られるということがいいのかな、と考えております。
　一般質問で小林議員からご質問いただきましたけれども、そのときに町長がお答えしましたように、これを１か所に絞らずに進めていくことによって町内どこでも見られるというような形になるのかなと考えておりますので、今後、同じような形で進めてもらいたいと考えております。
　ちなみに、この制度が始まってからこの花の里づくりの申請は70件ほどきておりますので、当然、重複している部分もございますけれども、町内各所で既に植えられているという部分もございますので、今後もこういう形で進めていければと考えております。

　また、どこか１か所にという考えにつきましては、これはぜひとも委員さんが中心になって検討していただきまして住民の皆様と、ここがいいんじゃないか、ということを決めていただければ、また検討したいとか考えておりますのでよろしくお願いいたします。
　それと、今まで樹種については特に定めてなかったわけですけれども、22年度からは国立公園内にふさわしい樹種ということで、ある程度制限をしていこうと考えております。もともと国立公園内にあった樹種というようなことで、ここで要項も決めさせていただきましたので、４月以降はこの要項に沿った樹種にさせていただければと思います。

　以上です。
○委員長（小林　　勤君）　８番鈴木　賢一委員。
○８番（鈴木　賢一君）　例えば今、奥多摩で読売新聞などと一緒にやっておられる「桜物語、100年物語」ですか、ああいう方たちが今、ヤマザクラ、カスミザクラだとかそういうサクラを実生から育ててやっておりますね。そういうようなものでよろしいんですよ。
ただ１か所にやらないと、はっきり言ってちょっと各自治会に任せているというけれども、私など町を走り回っていても、その割に何か結果が見えていないという気がするんですね。もう少し、まだ始まったばっかりだ、と言われればそれまでなんですけれども。

例えば農指からヘリポートの方へ行く日当たりのいい場所、ああいうようなところにヤマブキなどをずっと植えておいてヤマブキ街道だとか、例えば愛宕山から海沢の方に行く間伐林道といいますか、上の方にありますね、ああいうところにアジサイだとかヤブツバキだとかを植えて、ヤブツバキ街道だとかヤマブキ街道だとかアジサイ街道とかと、そういうような形でまた一つできれば、今日はアジサイ街道を歩いてきたから、今度はヤマブキ街道を歩こうよと。そういうような拠点をつくるとお客さんに対してのアピールが結構できると思うんですね。そんなことも一つ考えてみてもらえればと思います。
○委員長（小林　　勤君）　観光産業課長。
○観光産業課長（加藤　博士君）　はい。ただいまのご質問でございますけれども、たしかに拠点づくりということは必要な部分かもしれませんが、一つには町民の方が力を合わせて郷土を守っていく、美しい町をつくっていく、という趣旨もございますのでご理解いただきたいと存じます。
　これは現在、花の里づくりを進めている場所、どこでもそうなんですけれども、植えた後の管理が非常に大変だということを聞いております。この管理がですね、植えるのは簡単だと思うんですけれども、一時的に人を動員させれば植えられるんですけれども、後々の管理のことを考えますと、やはり地域の皆さんで守り育てていっていただくのが一番いいと思いますので、この趣旨に沿って進めていきたいと考えております。
　以上です。
○委員長（小林　　勤君）　よろしいですか。
○８番（鈴木　賢一君）はい。
○委員長（小林　　勤君）　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○委員長（小林　　勤君）　ご異議なしと認めます。よって、午後３時20分から再開といたします。

午後３時３分　休憩
午後３時20分　再開

○委員長（小林　　勤君）　休憩前に引き続き会議を開きます。
　議案第23号　一般会計予算歳出の款の６農林水産業費、款の７商工費、款の８土木費についての質疑を続けます。

　質疑ありますか。１番師岡　伸公委員。
○１番（師岡　伸公君）　二つお願いします。
　まず、114ページ中段の林業振興費の中に負担金のところでございますが、奥多摩・武蔵野市民の森負担金とございます。林業振興や環境整備で上流域と下流域がいろんな意味で相互協力をするという、都内でもいろんなそういうような流れが多くなっていますが、現在の奥多摩・武蔵野市民の森の現状と、また、今後、このような同様の事業というか方向性がどうであるか、ということが１点。

　それからもう一つは133ページ、道路新設のところでございますが、東京都の予算であれ町の予算であれ、ここに計画が書かれておりますが、海沢の若者住宅の入居者ももうほぼ決まって、着々と少子化とか若者定住対策というのが進んでいると思いますけれども、それと共に定住化の促進のための道路整備ということが今年の政策でうたわれておりますけれども、ここに計上されている以外にも従来より道路整備を期待して町内に移り住んでいただいた方も多く見られます。他の市町では許可にならないような地域に家を建てられて住んでいることも我が町では見られますので、そういう方がたに対しても今後どういうふうな形で道路整備を進めていっていただけるか、ということについてもお伺いをしたいと思います。
　以上２点です。よろしくお願いします。
○委員長（小林　　勤君）　観光産業課長。
○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは師岡委員の奥多摩・武蔵野市民の森の現状と今後というご質問にお答えします。
　まず、この奥多摩・武蔵野市民の森でございますけれども、平成26年３月31日まで10年間の協定を結びまして、ご存知のように崩壊しました土地を復旧していくものでございます。現在は行っていただければよくわかるんですが、当時と比べますと本当に緑が復旧しまして、非常にこんもりとした森に育ちつつあります。ただ、まだ現実にシカ等も見受けられることもありますので、ネット等は当面の間はまだ張ってあるということでございます。

　それとこの関係につきましては、毎年２回、武蔵野市さんと農林水産財団を含めて運営協議会を行いまして、その森の管理等に関して話し合いを行なっているということでございます。
　なお、奥多摩からの負担金につきましては50万円計上させていただいていますが、武蔵野市さんは200万円ほど負担していただいています。年間250万円で管理、見回り等、また、ネット、柵等の破損した部分の補修、それと当然、管理道等もありますので、管理道等の壊れた場所の修復等を行なっていますし、武蔵野市さんが特にそうなんですけれども、市民の方に、こんな事業をやっていますよ、というようなリーフレットを作成しまして配布しているということで、下流域としての市民の皆さんへの啓蒙を行なっているということでございます。

　ちょうど今年度、21年度で10年の協定の折り返し点ということで、今後、町も武蔵野市もそうなんですけれども、住民交流も進めていければなということで、ついこの間、お互いにそんな話もしましたので、22年度以降は武蔵野市民の方にこちらの方になるべく多くの方に来ていただいて、住民交流を進めていければと考えております。

　なお、こういう場所を今後、地球温暖化の関係でＣＯ2削減という問題もありますので、今後また適地がありましたら23区、また、多摩地区の市とこのような協定を結んで樹種転換等を図っていけたら、今後そういう方向で進めていけたら町の森林という資源を活用できるのかなと考えています。

　以上です。
○委員長（小林　　勤君）　地域整備課長。
○地域整備課長（宮田　昭治君）　引き続きまして、町内の道路建設の関係で、今年度、予算に載っていない路線についてのご質問でございますけれども、各地域にはまだ道路が入らないところが多々あるということでございます。今までは５世帯以上のところへ生活道路を入れていこうということで、町の考え方としまして道路行政をしてきております。
また、最近は人口を増やすために住宅地になるようなところにも道路建設ということでの考え方もありまして、考えておりますけれども、まだまだ５世帯以上のところが鳩の巣の駅の下の方が、棚沢橋の下ですが、そういうところも５世帯ありますし、それから小丹波の高畑という上のところにも５世帯近くのところもあります。
何か所かやはりそういうところが点々としてありますけれども、そこの道路計画をする上ではやはり地元の自治会、それから地権者のご理解が得られないと、なかなか計画に乗ってこないということでございますので、地元の自治会長さん等といろいろご相談をさせていただきながら、地権者の方のご理解をいただけるところから予算化していきたい、というふうには考えております。
今現在、今年度の計画の中では自治会長さんを始め地権者の方皆さんのご理解をいただいて承諾をいただいた上で、町の方に要望がきている路線でございますので、そういう上では総論的には皆さん賛成しているところもありますけれども、各論にいきますと承諾はしたけれども、もう少し、この辺、道路の線形をただしていただきたいという細かい要望があって、若干足踏みして用地が解決できないというところもあるんですけれども、ほぼそういうご相談をさせていただきながら、各論についてはご相談をさせていただきながら対応しておりますので、いずれにしろ自治会、あるいは地権者の方のご理解をいただいたところを町の方も随時、計画の中では路線としては載っておりますので、その中で対応していきたいというふうに考えておりますのでよろしくお願いしたいと思います。
○委員長（小林　　勤君）　よろしいですか。
○１番（師岡　伸公君）　はい。
○委員長（小林　　勤君）　11番師岡　　智委員。

○11番（師岡　　智君）　一つだけ聞かせてください。109ページの一番下にあります。農林振興の分野で原材料費で治助芋というのは、何か美味しいジャガイモだとかと、この間、たしか観光産業課長が町の特産物に今後していきたいというようなことも言われたような気がするんですが、どんなジャガイモで、今、町のどこかで栽培をされているものなのか、興味があるんですけれども、これはどんなものなんでしょう。美味しいのか。

○委員長（小林　　勤君）　観光産業課長。
○観光産業課長（加藤　博士君）　師岡委員のご質問でございます。
治助芋ですが、以前はもしかしたら古里地区でも栽培していたのかもわかりません。現在は小河内地区に残っていて栽培しているご家庭もありますし、白丸でも栽培している方もいると聞いております。このジャガイモにつきましては、比較的小ぶりで病気に強い、ただ、収穫量が少ないというようなこともあります。それともう一つは連作に強いとお聞きしております。
現在、ジャガイモでいいますと男爵とかキタアカリだとか何種類もありますけれども、その現在の主流のジャガイモにつきましてはやはり連作に弱いために３年に１回ずつくらい、いわゆる三つの畑を使いまわすという部分で植えておりますし、非常に病気にも弱いというようなことですぐに腐ってしまう、というようなこともありますが、このジャガイモにつきましては、そういう部分では非常に強いといわれています。
自分の家で収穫できた芋が翌年の種芋になると聞いております。そして比較的細長い芋で実が硬いということで、煮物等に適しているということを聞いています。私も昨年、小河内の方からいただいたものを自宅で食べたんですが、非常に美味しいなと感じました。
現在、これについては峰、小河内の方の御協力をいただきまして観光産業課としても８キロの種芋は確保していますが、ここの予算で計上させていただきましたものは、これから広報させていただきまして、来年になってしまうかもわかりませんけれども、種芋として確保して広げていきたいと考えております。
ただ、元々在来種的な芋ですので、男爵とか一般的な芋と近くに植えてしまうと交配してしまうということもありますので、在来種の場合には他のジャガイモとちょっと距離を置いて、交配しないようにということを考えなければいけないということがございます。
以上でございます。
○委員長（小林　　勤君）よろしいですか。
○11番（師岡　　智君）　はい。

○委員長（小林　　勤君）　ほかにありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○委員長（小林　　勤君）　質疑なしと認めます。
　以上で款の６農林水産業費、款の７商工費、款の８土木費の質疑を終結します。
　お諮りします。本日の審査はこれまでとし、この続きは３月18日に行いたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○委員長（小林　　勤君）　ご異議なしと認めます。
それでは、この続きは３月18日、木曜日、午前10時から行うこととします。

　本日はこれにて散会します。
　長時間、ご苦労さまでした。
午後３時32分　散会

　奥多摩町議会委員会条例第26条の規定により、ここに署名する。
　　　　　予算特別委員会委員長
